
平成１２年 ６月２９日 

 

シックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会 

中間報告書－第１回～第３回のまとめ について 

 

平成１２年６月２６日、第３回シックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会（座

長：林 裕造 前北里大学客員教授）が開催され、別紙の通り、中間報告書－第１回～

第３回のまとめが、とりまとめられた。概要は以下の通りである。 

 

中間報告書の概要 

 

１．トルエン、キシレン、パラジクロロベンゼンの室内濃度に関する指針値、及び

室内空気中化学物質（平成９年に指針値を策定したホルムアルデヒドと、その

他の揮発性有機化合物（VOC））の採取方法と測定方法をとりまとめたこと。 

  

２．指針値適用の範囲は、原則として全ての室内空間を対象とすること。 

  

３．指針値の策定に関して、新たに次の検討を行うこと。 

1)  個別の VOC 指針値策定の次の対象を、エチルベンゼン、スチレン、フ

タル酸エステル、クロルピリホスの４物質とする。 

2)  個別のVOC指針値の補完的指標として、総揮発性有機化合物（TVOC）

の指針値の策定方法を併せて検討する。 

3)  指針値の適用範囲の在り方について検討する。 

 

４．測定方法に関して、次の検討を行うこと。 

1)  目的に応じた測定方法の目録の作成と測定方法の検証を進めること。 

2)  保健所、地方衛生研究所で使用する測定・相談マニュアルの作成を進める

こと。 

 

５． その他  
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シックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会 

中間報告書－第１回～第３回のまとめ 

 

平成１２年６月２６日 

 

１．指針値及び採取方法・測定方法について 

 今般、室内空気汚染に係わるガイドラインとして、トルエン、キシレン、パ

ラジクロロベンゼンの室内濃度に関する指針値、及び室内空気中化学物質（ホ

ルムアルデヒドとその他の揮発性有機化合物）の採取方法と測定方法をとりま

とめたので、下記に概要を示す。なお平成９年に快適で健康な住宅に関する検

討会で策定したホルムアルデヒドの室内濃度指針値についても併せて示した。 

 

（１）室内濃度指針値の概要（リスク評価の詳細は別添１） 

ここに示した指針値は、現状において入手可能な科学的知見に基づき、人がそ

の化学物質の示された濃度以下の暴露を一生涯受けたとしても、健康への有害

な影響を受けないであろうとの判断により設定された値である。これらは、今

後集積される新たな知見や、それらに基づく国際的な評価作業の進捗に伴い、

将来必要があれば変更され得るものである。 

今回指針値を策定した３物質（トルエン、キシレン、パラジクロロベンゼン）

は、実態調査の結果、一部の家屋で非常に高い汚染が認められたことを受けて、

本検討会の最初の指針値策定の対象として選定されたものである。 

ホルムアルデヒドの指針値は、３０分平均値としての数値であり、短期間の暴

露によって起こる毒性を指標として策定したのに対し、他の３物質の指針値は、

長期間の暴露によって起こる毒性を指標として策定している。 
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指針値の策定によって、室内空気汚染の低減化が促進され、快適で健康な居住

空間が確保されることを期待する。 

 

揮発性有機化合物 毒性指標 室内濃度指針値＊ 

ホルムアルデヒド ヒト暴露における鼻咽

頭粘膜への刺激 

１００μｇ／ｍ 3 

（０．０８ｐｐｍ） 

 

トルエン 

 

ヒト暴露における神経

行動機能及び生殖発生

への影響 

２６０μｇ／ｍ 3 

（０．０７ｐｐｍ）  

キシレン 

 

 

妊娠ラット暴露におけ

る出生児の中枢神経系

発達への影響 

８７０μｇ／ｍ 3 

（０．２０ｐｐｍ） 

パラジクロロベンゼン 

 

ビーグル犬暴露におけ

る肝臓及び腎臓等への

影響 

２４０μｇ／ ｍ 3 

（０．０４ｐｐｍ） 

 ＊両単位の換算は、25゜の場合による 

  

（２）採取方法と測定方法の概要（詳細は別添２） 

○対象となる室内空気化学物質 

 ホルムアルデヒド、及びトルエン、o-,p-,m-キシレン、p-ジクロロベンゼン等

のその他の揮発性有機化合物 

 

○採取方法 

 新築住宅における室内空気中化学物質の測定は、室内空気中の揮発性有機化

合物の最大濃度を推定するためのもので、３０分換気後に対象室内を５時間以

上密閉し、その後概ね３０分間採取して測定した濃度（μｇ／ｍ 3）で表す。採

取の時刻は揮発性有機化合物濃度の日変動で最大となると予想される午後２時

から３時頃に設定することが望ましい。 

 居住住宅における室内空気中化学物質の測定は、居住、平常時における揮発
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性有機化合物の存在量や暴露量を推定するためのもので、２４時間採取して測

定した濃度（μｇ／ｍ 3）で表す。 

 空気試料の採取場所は、居間、寝室の２ヶ所、及び室外１ヶ所の計３ヶ所と

する。室内濃度の値は居間あるいは寝室における高い室内の値を記載し、評価

の対象とする。 

 

○測定方法 

 ホルムアルデヒドは、ＤＮＰＨ誘導体化固相吸着／溶媒抽出－高速液体クロ

マトグラフ法によるものとする。 

 その他の揮発性有機化合物は、固相吸着／溶媒抽出法、固相吸着／加熱脱着

法又は容器採取法とガスクロマトグラフ／質量分析法の組合せによるものとす

る。 

 

○その他 

 上記については、同等以上の信頼性が確保できる方法であれば、設定した標

準的な方法に代えて用いても差し支えない。また、スクリーニングの目的で簡

易な方法を用いる場合には、化学物質濃度の過小評価が行われないよう配慮す

るとともに、指針値に適合しているか否かの最終的な判定は、設定された標準

的な方法により行うよう留意するべきであること。 
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２．指針値適用の範囲について 

 原則として、全ての室内空間を対象とする。住宅以外の空間への適用の在り

方については、本検討会にて引き続き検討していくこととするが、オフィスビ

ル、病院・医療機関、福祉施設、学校・教育施設、役所、車両等、比較的長時

間にわたって居する可能性のある空間への適用も考慮することが望まれる。な

お工場その他の特殊な化学物質発生源のある室内空間は、別途検討されること

が必要である。 

 

 

３．指針値策定の今後の方針について 

個別のＶＯＣについては、引き続き指針値の策定を進めることとする。また

補完的指標としての TVOC の指針値策定の方法についても併せて検討していく

こととする。 

策定の対象を選択する際には、以下の事項を考慮することとする。 

  

① ＷＨＯ空気質ガイドライン等で指針値が提示されている化学物質 

  

② 居住環境内における揮発性有機化合物の全国実態調査（厚生省）等の結果、

室内濃度及び室内濃度／室外濃度（Ｉ／Ｏ）比が高く、個人暴露濃度／室内

濃度（Ｐ／Ｉ）比が１を大幅に上回っていないもの。 
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  例）厚生省平成１０年度調査結果（濃度単位：μg／m3） 

物質名 室内濃度 

平均値 

室内濃度 

最大値 

Ｉ／Ｏ比 Ｐ／Ｉ比 

トルエン 98.3 3389.8 4.6 1.1 

ﾊﾟﾗｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ 123.3 2246.9 25.1 1.4 

m,p-キシレン 24.3 424.8 5.6 0.9 

o-キシレン 10.0 144.4 4.5 1.0 

ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ 22.5 501.9 4.6 0.9 

ベンゼン 7.2 433.6 2.2 1.0 

スチレン 4.9 132.6 25.1 1.1 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 2.4 104.7 2.1 0.8 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1.9 43.4 2.9 1.0 

四塩化炭素 1.5 18.5 1.5 0.9 

クロロホルム 1.0 12.8 2.6 1.6 

 

③ パブリックコメントから特に要望のあった事項 

 例）ＴＶＯＣ、指針値を策定した物質の類縁物質（キシレンに含有される 

   エチルベンゼンなど） 

  

④ 外国で新たな規制がかけられたこと等の理由により、早急に指針値策定を

考慮する必要がある物質 

 例）クロルピリホス 

 

 なお、TVOC の指針値策定を検討する上で、以下の事項も考慮することとす

る。 

 

⑤ これまで指針値を策定した４物質の用途（溶剤、接着剤、防虫剤）に加え、

他の主要な用途に使用されている物質 
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 例）可塑剤（フタル酸エステルなど）、防蟻剤（有機リン系のクロルピリホ 

  スなど） 

 

⑥ これまで指針値を策定した４物質の構造分類（アルデヒド・ケトン類、芳

香族炭化水素、ハロゲン化炭化水素類）に加え、他の主要な構造分類に分類

される物質 

 例）脂肪族炭化水素、テルペン類、エステル類、アルコール類 

 

以上を総合的に検討した結果、指針値の策定に関しては、新たに次の検討を

行うものとする。 

 

○個別の指針値策定の次の対象は、エチルベンゼン、スチレン、フタル酸エス

テル、クロルピリホスの４物質とする 

○個別のＶＯＣ指針値の補完的指標として、ＴＶＯＣの指針値の策定方法を検

討する 

○指針値の適用範囲の在り方について検討する 

  

４．測定方法等に係る今後の方針について 

以下について検討をすることが必要である。 

 

○今回策定した指針値適合性の判定を目的とした方法や、あるいはスクリーニ

ングを目的にした簡易測定法を含め、目的に応じた測定方法の目録の作成を

進め、ユーザーの目的に沿ったニーズに応えるように努めること。またこれ

ら測定方法の検証を進めること。 
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○ユーザー等からの相談や測定依頼に対応するため、保健所、地方衛生研究所

における測定・相談体制の確立に必要な、測定・相談マニュアルの作成を進

めること。 

 

５．その他 

 策定された指針値や測定方法の基準の普及のためには、以下について検討し

ていくことが重要である。 

 

○関係省庁や研究機関における関連する活動との連携を強化して、互いの成果

を有効利用できるようにすることに努めること 

○測定結果の信頼性確保のための方策について検討すること   

○測定結果の評価方法、すなわち、背景因子の異なる個々の測定値と指針値と

の関係について更なる検討を進めること 

○その他 
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（参考） 

シックハウス（室内空気汚染）問題に関連する用語の理解について 

 

 室内空気汚染問題に関して頻繁に使用される言葉のなかで、特に重要と思わ

れるものを以下に示す。これについては、室内空気汚染に関する問題が正しく

理解されるように、今後も必要に応じて追加・修正していくこととする。 

  

○シックハウス／シックハウス症候群／シックビルディング症候群 

 住宅の高気密化や化学物質を放散する建材・内装材の使用等により、新築・

改築後の住宅やビルにおいて、化学物質による室内空気汚染等により、居住者

の様々な体調不良が生じている状態が、数多く報告されている。症状が多様で、

症状発生の仕組みをはじめ、未解明な部分が多く、また様々な複合要因が考え

られることから、シックハウス症候群と呼ばれる。  

 

 ○化学物質過敏症 

 「快適で健康的な住宅に関する検討会議」報告書（平成１１年１月）、厚

生科学研究「化学物質過敏症に関する研究（主任研究者 石川 哲）」（平

成８年度）によれば、下記のとおり。 

 最初にある程度の量の化学物質に暴露されるか、あるいは低濃度の化学物

質に長期間反復暴露されて、一旦過敏状態になると、その後極めて微量の同

系統の化学物質に対しても過敏症状を来す者があり、化学物質過敏症と呼ば

れている。化学物質との因果関係や発生機序については未解明な部分が多く、

今後の研究の進展が期待される。 
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 ○総揮発性有機化合物（ＴＶＯＣ：Total Volatile Organic Compounds） 

 「快適で健康的な住宅に関する検討会議」報告書（平成１１年１月）によ

れば下記のとおり。 

 複数の揮発性有機化合物の混合物の濃度レベル。健康への影響を直接的に

評価するためには、個々の揮発性有機化合物（ＶＯＣ:Volatile Organic 

Compound）についてガイドライン値を設定していく必要があるが、     １

００種以上に及ぶ微量の揮発性有機化合物の全てについて短期間で健康影

響評価を行うのは困難であり、またガイドライン値が設定されていない物質

に代替された結果新たな健康被害を引き起こすおそれもあることから、ＶＯ

Ｃ汚染を全体として低減させ、快適な室内環境を実現するための補完的指標

のひとつとしての導入が望まれる。 
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（別添１） 

 

トルエン、キシレン及びパラジクロロベンゼンの室内濃度に関する指針値 

 

１  トルエン 

 

  ごく最近までのトルエンに関する毒性研究報告について調査したところ、以下のような

結論を得た。 

 

（１）  遺伝子傷害性については、in vitroでの細菌、酵母及びほ乳類の細胞を用いた変異原

性試験が行われているが、いずれについても陰性の結果が得られている 1)。 

 昆虫、ラット及びマウスを用いた in vivo試験では一定した結果が得られていない。例え

ば、ラットでは骨髄細胞に染色体異常が認められているが、不純物として混入していた

ベンゼンの影響が疑われており、マウスでは赤血球の小核の増加が見られているが、確

かなものではないと評価されている 1)。 

 職業的なトルエン暴露群を対象に行われた細胞生物学的研究では、染色体異常、小核

及びDNA鎖切断の増加が報告され、同様の変化はラット及びマウス、並びにほ乳類

培養細胞でも認められているが、いずれにおいてもDNA付加物は検出されていない

2)。 印刷工などトルエンの暴露を受けた作業者に染色体異常が高頻度で誘発されるな

どの知見はあるものの 3), 4)、評価の対象となる人数が少ないことと、トルエン以外に

染色体異常を誘発させる化学物質の情報が不十分であることから、トルエンの遺伝子

傷害性については明確に評価できないとしている 5)。 

 遺伝子傷害性に関し、他に注目すべき知見を示唆する最近の研究報告は、特に見いだ

されていない。 

 

（２）  発がん性については、ヒトでの疫学的研究がいくつか行われているが、そのほとん

どにおいて多数の化学物質に暴露されており、また、認められた所見についても一貫

性に乏しいことから、トルエン暴露がヒトに対する発がん性を有すると結論づけるに

は十分な根拠とは言えない 2)。 

 マウス、ラットを用いて行われたいくつかの発がん性試験では、いずれの結果も腫瘍

発生頻度の有意な増加を示していない 1), 2) 。また、マウスの皮膚に繰り返し塗布した

場合でも、皮膚がんの発生頻度が増加したとの結果は示されていない 2)。 

 以上により、実験動物においてはトルエンの発がん性がないことを示唆する知見があ

るものの、ヒトにおけるトルエンの発がん性については十分な知見がないことから、

国際がん研究機関（International Agency for Research on Cancer：IARC）では、ヒ

トに対してトルエンが発がん性であるとは分類できない（グループ３）と評価されて

いる 2)。 

 発がん性に関し、他に注目すべき知見を示唆する最近の研究報告は、特に見いだされ

ていない。 
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（３）  これらのことから、世界保健機関（World Health Organization：WHO）では、ヒ

トに対してトルエンが発がん性であるとは分類できず、遺伝子傷害性も示さないとみ

なされることから、トルエンの室内濃度に関する指針値については非発がん性影響を

指標とし、耐容一日摂取量（Tolerable Daily Intake：TDI）を求める方法で算出する

のが適当と判断されている 1)。 

 

（４）  一般毒性については中枢神経系への影響が挙げられる 2)  。トルエンの暴露によって

小脳及びプルキンエ細胞が障害を受け、平衡感覚が失調することに伴い、目眩や起立

時の転倒などが引き起こされる。また、動物実験でも、100又は 500ppmのトルエン

に生後 28日間暴露されたラット仔動物において、海馬に病理組織学的変化が認められ

ている 6)。 

 

（５）  ヒト及び動物において、視聴覚に代表される感覚器官への異常を引き起こすことが

認められている 7, 8)。また、動物実験では肝臓及び腎臓への軽微な影響も報告されてい

る 1)。 

 

（６）  ボランティアによる実験的研究から、キシレンとの混合吸入によって、外部刺激に

対する反応時間の遅延などが引き起こされるとの報告がある 9)。 

 

（７）  ある電子機器組立工場において、トルエンを含有する接着剤を使用して作業に従事

している 30人の女性労働者を対象に、８種類の神経行動学的検査が行われている。８

時間の作業中に時間荷重平均（Time Weighted Average：TWA）で 332mg/m3

（88ppm）のトルエンに暴露されていた女性労働者（平均作業従事年数は 5.7年）は、

対照群として設定された、同一工場でトルエン含有接着剤を使用せずに作業に従事し

ていた 30人の女性労働者（８時間 TWAで 49mg/m3（13ppm）に暴露。平均作業従

事年数は 2.5年）に比べて、６種類の検査結果が統計学的に有意に劣っていたことが

見いだされている。なお、暴露群には臨床症状は何も認められなかった。神経行動機

能に影響するトルエンの作業環境暴露の最低濃度は 332mg/m3（88ppm）である 10), 11)。 

 

（８）  一般毒性に関し、他に注目すべき知見を示唆する最近の研究報告は、特に見いださ

れていない。 

 

（９）  生殖発生毒性については、2000ppmのトルエンに暴露されたラット母動物及び仔動

物で体重増加抑制、摂餌量減少、胎児死亡率の上昇、胎児の発育遅滞などが認められ

ているが、600ppm暴露群では認められていない 12)。 

 

（１０） ヒトにおいては、妊婦がトルエンを乱用した事例で、新生児の発育異常とトルエ
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ン暴露との関係が指摘されている 13)。また、上記（７）と同一工場の女性労働者に

ついて調査したところ、８時間の作業中に TWAで 332mg/m3（88ppm）のトルエ

ン暴露を受けていた女性労働者（平均作業従事年数は 10.0年）の自然流産率

（12.4％）は、対照とされた暴露群（８時間 TWAで 49mg/m3（13ppm）に暴露。

平均作業従事年数は 9.7年）における自然流産率（2.9％）及び当該工場の外部対照

として設定された女性群における自然流産率（4.5％）に比べて、統計学的に有意に

高かったことが見いだされている 14)。 

 

（１１）  生殖発生毒性に関し、他に注目すべき知見を示唆する最近の研究報告は、特に見

いだされていない。 

 

（１２）  以上の知見から、ヒトに対するトルエンの毒性影響を考慮するに当たっては、ヒ

トの暴露に関する研究報告がより重要なものと考えられることから、上記（７）及

び（１０）における神経行動機能への影響及び自然流産率の上昇が認められた

332mg/m3（88ppm）が、ヒトでの最小毒性量（Lowest Observed Adverse Effect 

Level：LOAEL）となる。なお、無毒性量（No Observed Adverse Effect Level：

NOAEL）は特定されていない。 

 

（１３）  上記（７）及び（１０）における暴露条件は、８ hr/day、５ days/weekであるの

で、これが１日 24時間、１週７日間に平均化して暴露されたと考えると、１週間

平均のLOAELは、 

  332（mg/m3）×40/7（hr/day）／24（hr/day）＝332/4.2mg/m3 となる。 

 

（１４）  不確実係数（Uncertainty Factor：UF）については、個体差として 10、NOAEL

の代わりにLOAELを用いたことから 10、また、ヒトの中枢神経系及び生殖発生

に与え得る影響として３を考慮し、これらを乗じると 300になる。 

 

（１５）  LOAELをUFで除すことによって、 

       332/4.2(mg/m3)／300＝332(mg/m3)／1260=0.26mg/m3＝260μg/m3 となる。 

     よって、ヒトにおける神経行動機能及び生殖発生への影響に基づき、トルエンの

室内濃度に関する指針値は 260μg/m3(0.070ppm)と設定することが適当とされた。 
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２ キシレン 

 

  ごく最近までのキシレンに関する毒性研究報告について調査したところ、以下のよう 

 な結論を得た。 

 

（１）  キシレンには、o-キシレン、m-キシレン及び p-キシレンの３種の構造異性体が存在

し、多くの場合、これらは混合物として市販されている 1)。 

 

（２）  遺伝子傷害性については、細菌及びほ乳類の細胞（in vivo及び in vitro試験）を用

いた変異原性試験が行われているが、いずれの結果も陰性であった 1)。 

 In vivo試験においては、ショウジョウバエに対する劣性形質致死試験で疑陽性の結果

が見られたのみであった 1)。 

 遺伝子傷害性に関し、他に注目すべき知見を示唆する最近の研究報告は、特に見いだ

されていない。 

 

（３）  発がん性に関しては、ヒトでの疫学的研究において、キシレン暴露による発がん性

を明確に裏付ける知見は認められていない 15)。 

 また、マウス及びラットを用いた強制経口投与による発がん性試験では、いずれの結

果も、動物への発がん性ありと結論づけるに足るデータを示していない 15), 16)。 

 なお、個々の異性体に着目したデータはない 15)。 

 以上により、ヒト及び実験動物におけるキシレンの発がん性については十分な知見が

ないことから、IARCでは、ヒトに対してキシレンが発がん性であるとは分類できな

い（グループ３）と評価されている 15)。 

 発がん性に関し、他に注目すべき知見を示唆する最近の研究報告は、特に見いだされ

ていない。 

 

（４）  これらのことから、WHOでは、ヒトに対してキシレンが発がん性であるとは分類

できないものの、遺伝子傷害性を示さないとみなされることから、キシレンの室内濃

度に関する指針値については非発がん性影響を指標とし、TDIを求める方法で算出す

るのが適当と判断されている 1)。 

 

（５）  一般毒性については、ヒトがキシレンに暴露された場合、眼や咽喉への刺激、呼吸

抑制、肝臓及び腎臓の変化、脳への影響などが引き起こされる 17)。眼や咽喉への刺激

性については、2000又は 3000 mg/m3（460又は 690 ppm）のキシレンに 15分間暴

露された６人のボランティアのうち４人と、1000 mg/m3（230 ppm）に暴露された１

人が眼刺激性を訴えたことが報告されている一方、423, 852又は1705 mg/m3（98, 196

又は 392ppm）のキシレン混合物に 30分間暴露されても、眼、鼻又は咽喉への刺激性

は認められなかったとの報告もなされている 16)。 
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（６）  動物実験データとしては、Mongolian gerbils（ラットの一種）を用いて３ヶ月間の

吸入暴露を実施したところ、その後４ヶ月目の時点で、被験動物の脳領域の大部分に

astroglial proteinの濃度上昇が認められ、gliaの増殖が示唆された。gliaの増殖は種々

の神経障害の発現に特徴的である可能性があり、トリクロロエチレン、エタノール、

テトラクロロエチレンなど他の溶剤に暴露された動物にも同様の所見が認められてい

ることから、キシレンの潜在的な神経毒性を示すことが示唆される 16)。 

 

（７）  キシレン暴露によって、中枢神経系における感覚系、運動系及び情報処理機能が影

響を受ける可能性のあることが、ボランティアによる実験的研究の結果として報告さ

れている 16)。４時間以上にわたって 435～870mg/m3（100～200ppm）のキシレン暴

露を受けると、外部刺激に対する反応にわずかな異常が生ずるとしている研究もある

16)が、p-キシレン 300mg/m3（69ppm）を４時間暴露させても何ら異常は認められな

かったとする報告もある 18)。 

 以上により、４時間暴露のNOAELは 300mg/m3（69ppm）とされている 16)。 

 

（８）  上記（７）における暴露条件は、４ hr/dayであるので、これが１日 24時間に平均

化して暴露されたと考えると、１日平均のNOAELは、 

  300（mg/m3）×4（hr/day）／24（hr/day）＝300/6mg/m3 となる。 

 

（９）  UFについては、個体差として 10を採る 16)。 

 

（１０） NOAELをUFで除すことによって、 

    300/6（mg/m3）／10＝300（mg/m3）／60＝5.0mg/m3 となる 16)。 

これが、一般毒性の観点からの、ヒトにおける１日平均の耐容気中濃度となる。 

 

（１１）  一般毒性に関し、他に注目すべき知見を示唆する最近の研究報告は、特に見いだ

されていない。 

  

（１２）  生殖発生毒性については、キシレンが胎盤経由で母動物から胎児へ移行すること

がヒト及び実験動物によって示されている 16)。 

 催奇形性試験の結果、キシレンは、母動物への毒性を引き起こさない濃度か、わずかに引

き起こす濃度でも、胎児の体重減少と骨形成の遅延を引き起こし得る。齧歯類各種

におけるLOAELは、一日当たりの暴露時間の長さ（6～24時間/日）によって 500

～2175mg/m3（115～500ppm）が報告されているが 16)、胎児の体重減少に関する

LOAELは、マウスでの 500mg/m3（115ppm）が最小値である 19)。なお、骨形成

の遅延については、骨形成に関する評価基準が明確化されていないことから、この

変化を適切に評価することは不可能であった 16)。 

 一方、870mg/m3（200ppm）のキシレンにラット母動物を暴露させ（１日６時間、妊娠４
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日目から 20日目まで）た後に生まれた仔ラットの出生後発育に関する研究報告で

は、特に雌の仔ラットで、中枢神経系発達への影響を示唆する行動異常（Rotarod 

performanceの低値）が認められた 20)。 

 

（１３）  生殖発生毒性に関しては、ヒトでの研究報告を含め、他に注目すべき知見を示唆

する最近の研究報告は、特に見いだされていない。 

 

（１４）  以上の知見から、ヒトに対するキシレンの毒性影響を考慮するに当たっては、ヒ

トの暴露に関する研究報告がより重要なものと一般的には考えられ、上記（７）に

おける暴露濃度 300mg/m3（69ppm）がNOAELとされるところである。 

 しかし、この数値は４時間暴露という短時間の暴露に基づくものであり、長期間暴露され

る状況に外挿するには適切とは考え難い。 

 よって、他にヒトでの研究報告が見いだせないことを踏まえ、上記（１２）におけるラッ

トでの中枢神経系発達への影響が示唆された 870mg/m3（200ppm）が、ラットで

のLOAELと考えられる 16)。なお、NOAELは特定されていない。 

 

（１５）  UFについては、種差として 10、個体差として 10、及びNOAELの代わりに

LOAELを用いたことから 10となり、これらを乗じると 1000になる 16)。 

 

（１６） LOAELをUFで除すことによって、 

     870（mg/m3）／1000＝0.87mg/m3＝870μg/m3となる 16)。 

     よって、妊娠時に吸入暴露されたラット母動物から生まれた雌の仔動物の中枢神

経系発達への影響に基づき、キシレンの室内濃度に関する指針値は 870μg/m3

（0.20ppm）と設定することが適当とされた。 
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３ パラジクロロベンゼン 

 

（１） パラジクロロベンゼンについては、平成９年８月に家庭用品専門家会議（毒性部門）

においてリスク評価が行われ、耐容平均気中濃度を 590μg/m3（0.10ppm）と設定し

ている。この時の評価の骨子については以下のとおりである 21)。 

 

①  得られているデータによれば、パラジクロロベンゼンの発がん性はマウスの種特

異的な高感受性の結果によるものであり、ヒトへのリスク評価に反映させることは

困難である。パラジクロロベンゼンは齧歯類での非遺伝子傷害性発がん物質であり、

その発がん性には閾値があると考えられる。 

②  ラット及びマウスを用いた吸入によるがん原性試験が実施されたところ、それぞ

れの試験におけるNOAELは以下のとおりである。 

・  マウスにおいて肝臓腫瘍及び非腫瘍性の肝細胞肥大が300ppm群のみに認め

られた。したがって、これらの肝臓障害に関するNOAELは 75ppmである。 

・  マウス雄の300ppm群で、近位尿細管上皮の空胞発生頻度が増加した。また、

ラット雄の 300ppm群で腎乳頭部集合管への鉱質沈着、腎盂の尿路上皮の過形

成の増加がみられた。したがって、これら腎臓障害に関するNOAELは 75ppm

である。 

       特に雌ラットにおいて、300ppm群では鼻腺の呼吸上皮化生が認められ、鼻

腔上皮のエオジン好性変化が 75ppm群まで認められた。この変化は、雌では

用量に依存して、その変化の程度も強くなっているが、雄ではこの傾向は低か

った。これらから、慢性鼻腔粘膜組織変化のNOAELは 20ppmである。 

③  ラットを用いた経口による二世代繁殖試験の報告によれば（N. Bornatowiez, et 

al., Wien. Klin. Wochenschr., 106, 345-353(1994)）、両世代の生殖器系に変化はみ

られなかったが、親動物の雄の 270mg/kg群で腎毒性と肝・腎重量の増加、仔動物

（F1）では肝臓重量の増加が 90mg/kg群で観察された。また、90及び 270mg/kg

群で出産時の生存仔数の減少、授乳期間における死亡仔数の増加、生存仔の体重減

少、仔の発育観察項目での変化、両世代における腎変化が観察された。以上の結果

から、生殖試験でのNOAELは 270mg/kg/day、F0、F1の親動物のNOAELは

30mg/kg/day、発育に関するNOAELは 30mg/kg/dayと結論された。なお、著者

らは、経口での 30mg/kg/dayは気中暴露ではおよそ 450mg/m3 (75ppm)に該当する

としている。 

④  これらの値から耐容平均気中濃度を求めるにあたって、以下のUFを採用した。  

   UF＝100：種差（10）×個体差（10） 

⑤  以上のNOAEL、UFと実験条件を考慮して、耐容平均気中濃度を以下のように

算出した。 

・ 肝臓・腎臓障害及び二世代影響を基礎とした場合： 

  NOAEL＝75ppm（450mg/m3） 

  動物実験条件は、６ hr/day、５ days/weekであるので、これが１日 24時間、
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１週７日間に平均化して暴露されたと考えると、平均化した暴露濃度は、 

   450（mg/m3）×30/7（hr/day）／24（hr/day）＝80.4mg/m3 となる。 

  ラットの呼吸量は 0.29m3/dayなので、ラットの一日あたりの摂取量は、  

  80.4（mg/m3）×0.29（m3/day）＝23.3mg/day である。 

   雌ラットの体重は 0.35kgであるので、体重１ kgあたりでは、 

   23.3（mg/day）／0.35（kg）＝67.0mg/kg/day となる。 

  これをUF＝100で除し、TDIを求めると、 

   TDI＝67.0／100＝0.67mg/kg/day となる。 

  日本人の平均体重を 50kg、一日あたりの呼吸量を 15m3とすると、耐容平均

気中濃度は、 

                0.67（mg/kg/day）×50（kg）／15（m3/day）＝2.23mg/m3 となる。 

  ppm換算では、0.37ppmということになる。 

・ 鼻腔粘膜組織変化を基礎とした場合： 

  NOAEL＝20ppm（120mg/m3）とUF＝100を基に、同様に計算した耐容平

均気中濃度は、0.10ppm（0.59mg/m3）である。 

⑥  これらのうち小さい数値を選び、耐容平均気中濃度を 0.10ppm（0.59mg/m3）と

した。 

 

（２）  今般、パラジクロロベンゼンの室内濃度指針値を設定するにあたり、ごく最近まで

のパラジクロロベンゼンに関する毒性研究報告について調査したところ、前回のリス

ク評価の際には入手できなかった文献データ 22)を新たに入手した。当該文献データの

毒性評価の概要は、以下のとおりである。 

ビーグル犬を用いた強制経口投与による反復投与毒性試験が実施された。対照群及び

３投与群（10, 50及び 75mg/kg/day群）を設け、各群雌雄５匹に対し、週５日、１

年間の投与を行ったところ、75mg/kg/day投与群（投与開始時点では 150mg/kg/day

であったが死亡例が認められたことから、３週間目に 100mg/kg/dayに、６週間目に

75mg/kg/dayに投与量を変更している）では雌雄に貧血、脾臓の髄外造血、胆管増生、

腎尿細管上皮空胞化（10mg/kg/day投与群でも１例）が、雌に血小板数の増加、ALT

及びGGTの上昇、副腎相対重量の増加、赤血球過形成が、雄に肝門脈性炎症が認め

られた。また、50mg/kg/day以上の投与群では、雌雄に肝重量の増加、ALPの上昇、

肝細胞肥大（一部の動物で肝細胞色素沈着を伴う）が、雌に腎重量の増加が認められ、

50mg/kg/day投与群では雌に甲状腺重量の増加が認められた。 

以上により、NOAELは 10mg/kg/dayとされた。 

 

（３）  毒性に関しては、ヒトでの研究報告を含め、他に注目すべき知見を示唆する最近の

研究報告は、特に見いだされていない。 

 

（４）  以上の知見から、ヒトに対するパラジクロロベンゼンの毒性影響を考慮するに当た

っては、本来であれば望まれるヒトの暴露に関する研究報告が見いだせないことにか

んがみ、上記（２）におけるビーグル犬の肝臓や腎臓などへの投与影響が示唆された
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10mg/kg/dayが、ビーグル犬でのNOAELと考えられる。 

 

（５）  上記（２）における暴露条件は、５ days/weekであるので、これが１週７日間に平

均化して暴露されたと考えると、１週間平均のNOAELは、 

  10（mg/kg/day）×5（days/week）／7（days/week）＝7.14mg/kg/day となる。 

 

（６）  UFについては、種差として 10、個体差として 10となり、これらを乗じると 100

になる 23)。 

 

（７）  NOAELをUFで除すことによって、 

      7.14（mg/kg/day）／100＝0.0714mg/kg/day となる。 

 

（８） 日本人の平均体重を 50kg、一日当たりの呼吸量を 15m3とすると 21)、 

           0.0714（mg/kg/day）×50（kg）／15（m3/day）＝0.24mg/m3＝240μg/m3  

   となる。 

    これを ppmに換算すると、0.040ppmとなる。 

 

（９）  以上の結果を考慮すると、ビーグル犬における強制経口投与で認められた肝臓や腎

臓などへ影響を与える用量を吸入暴露に換算した値が最も低いことから、パラジクロ

ロベンゼンの室内濃度に関する指針値は 240μg/m3（0.040ppm）と設定することが適

当とされた。 
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（別添２）

室内空気中化学物質の採取方法と測定方法

これは、室内空気中化学物質の標準的な採取方法と測定方法を示したものである。

室内空気中化学物質は、ホルムアルデヒド、及びトルエン、o-,p-,m-キシレン、p-
ジクロロベンゼン等の揮発性有機化合物を対象とする。また、その採取は新築住宅

（入居前、改築後等生活行為の行われていない住宅）と居住住宅を対象とし、それ

ぞれに条件を設定する。

新築住宅における室内空気中化学物質の測定は、室内空気中の揮発性有機化合物

の最大濃度を推定するためのもので、30 分換気後に対象室内を 5 時間以上密閉し、

その後概ね 30 分間採取の濃度（µg/m3
）で表す。(注 1)採取の時刻は揮発性有機化

合物濃度の日変動で最大となると予想される午後 2 時～ 3 時頃に設定することが望

ましい。居住住宅における室内空気中化学物質の測定は、居住、平常時における揮

発性有機化合物の存在量や暴露量を推定するためのもので、24 時間採取の濃度

（µg/m3）で表す。

空気試料の採取場所は、居間、寝室の 2 カ所、および室外 1 カ所の計 3 カ所とす

る。(注 2) 室内濃度の値は居間あるいは寝室における高い室内の値を記載し、評

価の対象とする。

ホルムアルデヒドは、DNPH 誘導体化固相吸着／溶媒抽出－高速液体クロマトグ

ラフ法によるものとする。

揮発性有機化合物は、固相吸着／溶媒抽出法、固相吸着／加熱脱着法及び容器採

取法とガスクロマトグラフ／質量分析法の組み合わせによるものとする。

スクリーニングの目的で簡易な方法を用いる場合には、当該条件により化学物質

濃度の過小評価が行われないよう配慮すると共に、ガイドラインに適合しているか

否かの最終的判断は、設定された標準的な条件により行うよう留意すべきである。

また、同等以上の信頼性が確保できる条件であれば、設定した標準的な条件に代え

て用いても差し支えない。
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１．試料採取方法

本法は、室内空気中のホルムアルデヒド、及びトルエン、o-,p-,m-キシレン、p-ジクロ

ロベンゼン等の揮発性有機化合物の採取方法を示したものである。

室内空気中化学物質の採取で対象とする住宅は、新築住宅と居住住宅とを区別して採取

する。新築住宅における室内空気中化学物質の測定は、室内空気中の揮発性有機化合物の

最大濃度を推定するためのもので、30 分換気後に対象室内を 5 時間以上密閉し、その後

概ね 30 分間採取の濃度（µg/m3
）で表す。(注 1)採取の時刻は揮発性有機化合物濃度の日

変動で最大となると予想される午後 2 時～ 3 時頃に設定することが望ましい。居住住宅に

おける室内空気中化学物質の測定は、居住、平常の生活条件下における揮発性有機化合物

の存在量や暴露量を推定するためもので、24 時間採取における濃度(µg/m3
)で表す。

室外の空気についても室内と同様の条件で並行して採取する。（注２）

1.1 新築住宅

入居前、改築後等の生活行為が行われていない住宅内における換気後の密閉 5 時間以上

後における空気試料を採取する条件を示すものである。（注 3）
改築した住宅も、新築住宅と同様の採取方法で評価する。ただし、家具等からの対象化

合物の放散が多い場合も考えられるので、その発生については考慮する。(注 4)

１．１．１ 試料採取場所の選定

試料採取は、室内では居間、寝室、および住宅の外気の各 1 カ所の計 3 カ所を試料採取

場所として設定する。室内にあっては、部屋の中央付近の少なくとも壁から 1m 以上離し

た高さ 1.2 ～ 1.5m の位置を試料採取位置として設定する。外気の試料採取は外壁及び空

調給排気口から 2m ～ 5m 離した、室内の測定高さと同等の高さの所を試料採取位置とし

て設定する（室外においてこの条件を満たすことが困難である場合は、適宜設定しても良

いが、その場合は結果に外気の測定位置を特定できるように明確に記載すること。）。

１．１．２ 室内空気試料採取の条件

(1) 居室の常時換気システムを有しない住宅（注5）
1)換気：試料採取にあたっては、対象家屋の窓、扉、建具、備え付け品の扉等の全てを

開き、30 分間換気を行う。

2)密閉状態の確保：換気後、外気に面した窓及び扉等の開口部を閉鎖し、5 時間以上こ

の状態を維持させる。この場合、建具は開放する。また、キッチンの戸棚、クローゼット

等の備え付け品の扉も開放する。小窓等の換気口は閉めることとする。（注 6)
3)試料の採取：密閉後に所定の流量で概ね 30 分間試料空気をそれぞれの採取方法に

従って採取する。原則としてそれぞれ２回ずつ採取する。(注 7)
以下に、試料採取における試験計画の時間的経過の例を示す。

試料採取(14:30-)← 5 時間以上閉鎖(～ 9:30-14:30)←換気(～ 9:30)
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(2)居室の常時換気システムを有する住宅（注8）
居室の常時換気システムを有する住宅にあっては、以下の方法による。

1) 換気：試料採取にあたっては、対象家屋の窓、扉、建具、備え付け品の扉等の全て

を開き、30 分間換気を行う。

2)密閉状態の確保：換気後、外気に面した窓及び扉等の開口部を閉鎖し、換気システム

を稼動させた状態を 5 時間以上維持させる。この場合、建具は開放する。また、キッチン

の戸棚、クローゼット等の備え付け品の扉も開放する。小窓等の換気口は閉めることとす

る（ただし換気システムの機能のため必要なものを除く。）。

3)試料の採取：密閉後に所定の流量で概ね 30 分間試料空気をそれぞれの採取方法に

従って採取する。その他は居室の常時換気システムを有しない住宅の場合と同じ。

１．１．３ 記録事項

空気試料の採取にあたっては以下の点を記録する。

(1)建物種別 戸建：構造（木造、2x4、木質プレハブ、鉄骨プレハブ、RC、その他)

階数（平屋、2 階建、3 階建、その他）

集合：階建、階部分

(2)規模 １階(m2
）、２階(m2

）、３階(m2
）、延面積(m2

）

(3)建築年数 竣工年月日、引渡し年月日

(4)改修の有無 有 無

改修時期（年月日）可能な限り

家具購入時期（年月日）可能な限り

試料採取日の気温、湿度は同時に計測する。結果には最低限、採取時の気温、湿度の平

均値を記載する。これに影響を与える可能性のある雨戸、カーテン等の使用状況について

も記載する。

また、換気量の測定が可能な場合、これを測定する。

その他、天候、建物及び住宅環境、化学物質発生が懸念される情報を記載する。

測定結果については個々の値と各採取場所における平均値をそれぞれ記載する。

揮発性有機化合物を測定した場合、後掲の３種の方法のいずれで行ったのかを記載する。

１．１．４ 試料の採取

ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物の空気試料は概ね 30 分間、所定の場所でそれ

ぞれ２回ずつ採取を行う。(注 9)

(1) ホルムアルデヒドの試料の採取
ホルムアルデヒドの試料採取の項に従って、室内 2 カ所、外気 1 カ所について 2 回ずつ

採取する。同時にトラベルブランクも同様に持ち運ぶ。（注 10）
(2) 揮発性有機化合物の試料の採取
揮発性有機化合物の試料の採取は、固相吸着／溶媒抽出法、固相吸着／加熱脱着法及び

容器採取法における各々の試料採取の項の何れかの方法に従って、室内 2 カ所、外気 1 カ
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所についてそれぞれ２回ずつ採取する。

１．２ 居住住宅

居住状態（日常生活状態）における化学物質濃度を把握する為の試料採取方法である。

測定対象の室、試料採取場所は新築と同じとする。試料採取は所定の流量で室内外とも

24 時間連続採取する。原則として所定の場所でそれぞれ２回ずつ採取を行う。

１．２．１ 採取場所の選定

試料採取は、室内では居間、寝室、および住宅の外気の各 1 カ所を試料採取場所として

設定する。室内にあっては、部屋の中央付近の少なくとも壁から 1m 以上離した高さ 1.2
～ 1.5m 位置を試料採取位置として設定する。外気の試料採取は外壁及び空調給排気口か

ら 2m ～ 5m 離した室内の測定高さと同等の高さの所を試料採取位置として設定する（室

外においてこの条件を満たすことが困難である場合は、適宜設定しても良いが、その場合

は結果に外気の測定位置を特定できるように明確に記載すること。）。

１．２．２ 室内空気試料採取の条件

居室の常時換気システムを有する住宅、有しない住宅のいずれにおいても日常生活にお

ける状態での空気を採取する。

試料採取開始時刻は任意に設定し、24 時間採取する。

１．２．３ 記録事項

(1) 住宅に係わる項目

空気試料の採取にあたっては以下の住宅に係わる項目を記録する。

(1)建物種別 戸建：構造（木造、2x4、木質プレハブ、鉄骨プレハブ、RC、その他)

階数（平屋、2 階建、3 階建、その他）

集合：階建、階部分

(2)規模 １階(m2）、２階(m2）、３階(m2）、延面積(m2）

(3)建築年数 竣工年月日、引渡し年月日

(4)改修の有無 有 無

改修時期（年月日）可能な限り

家具購入時期（年月日）可能な限り

(2) 測定時間の生活状況に係わる項目

測定時間における生活状況について以下の項目を記録する。

1) 1 日の窓の総開放時間

2) 1 日の換気扇の総使用時間

3) 1 日の暖房器具の総使用時間

4) 暖房器具の種別（石油ストーブ、石油ファンヒーター、ＦＦ型石油ストーブ、

ガスストーブ、ガスファンヒーター、ＦＦ型ガスストーブ、

電気ストーブ、床暖房、その他）

5) 1 日のエアコン、クーラーの総使用時間
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6) 1 日の喫煙本数

7) 芳香剤の使用状況

8) スプレー等の使用状況

9) 殺虫剤・防虫剤の使用状況

10) 調理の状況（ガスコンロ、電気コンロの使用時間等）

11) 防蟻処理を行ったか否か

12) 室内の温度、湿度（日平均値、最高、最低）

13) 天候

14) その他、室内濃度に影響を与える各種環境因子や生活行為等を可能な限り記載す

る。

測定結果については個々の値と各採取場所における平均値をそれぞれ記載する。

１．２．４ 試料の採取

ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物の空気試料は 24 時間、所定の場所においてそ

れぞれ２回ずつ採取を行う。(注 11)
(1) ホルムアルデヒドの試料の採取

ホルムアルデヒドの試料採取の項に従って、室内 2 カ所、外気 1 カ所について 2 回ずつ

採取する。同時にトラベルブランクも同様に持ち運ぶ。（注 10）
(2) 揮発性有機化合物の試料の採取

揮発性有機化合物の試料の採取は、固相吸着／溶媒抽出法、固相吸着／加熱脱着法及び

容器採取法における各々の試料採取の項の何れかの方法に従って室内 2 カ所、外気 1 カ所

についてそれぞれ２回ずつ採取する。
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注 1：換気回数が極端に少ない住宅の場合には、5時間の密閉後でも揮発性有機化合物の

室内濃度が最大に至らない場合もある。

注 2：室外の値は、室外の汚染の有無を確認するものであって、室内濃度から差し引くも

のではない。

注 3：原則として生活行為はない状態とする。希望する場合は、現在使用している、また

は過去に使用していた住宅についてもこの条件で採取を行うこともできるが、その

場合は採取中生活行為を行うことは出来ない。

注 4：家具等が多く存在する場合は、改築前の状況を把握しておくのが望ましい。

注 5：居室の常時換気システムには、トイレ換気扇、浴室換気扇、レンジフード等の連続

換気を原則としない局所換気システムは含まない。

注 6：小窓等のパッシブ型の換気システムは原則的には閉めて試料採取する。パッシブ型

の常時換気システムは自然条件の影響を受けることが多いので、本件で使用を認め

る換気システムは、強制換気システムと同等の性能を有する場合例外的に設定でき

ることとする。

注 7：試料採取中の配管の外れ、その他のミスを考慮し、同一試料を２回ずつ採取する。

同時に２重測定(n=2)の意味を持たせる。測定値平均とそれぞれの測定値との間に

±15%以上の開きがある場合には、原則として欠測扱いとし、再度試料採取を行う。

注 8：常時の計画機械換気を指す。24時間の連続運転が確保できるもので、間歇的に運転

される局所換気はこれに含まれない。

注 9：試料採取中に配管の外れ、その他のミスを考慮し、同一試料を２回ずつ採取する。

原則として平行して採取することが望ましいが、30分づつ2回連続して採取した場

合も同じ操作と解釈してもよい。測定値平均とそれぞれの測定値との間に±15%以

上の開きがある場合には、原則として欠測扱いとし、再度試料採取を行う。

注10：室内と室外空気における化学物質の種類と量は異なるので、ホルムアルデヒドの試

料の採取にあたっては、異なる器具を用いてもよい。室外にはオゾンが多く存在す

るので捕集管の前にオゾンスクラバーを装着してもよい。室内でもオゾンの発生が

疑われる場合は装着してもよい。いずれの場合も使用の際には湿度を考慮する必要

がある。

注11：試料採取中の配管の外れ、その他のミスを考慮し、同一試料を２回ずつ採取し、同

時に２重測定(n=2)の意味を持たせる。測定値平均とそれぞれの測定値との間に±1

5%以上の開きがある場合には、原則として欠測扱いとし、再度試料採取を行う。
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2. ホルムアルデヒドの測定方法

2.1測定の概要
空気中ホルムアルデヒドを DNPH 捕集剤に吸着すると共に誘導体化させる。これをア

セトニトリルで溶出させ、高速液体クロマトグラフで測定する。空気の採取と同時に気温

・湿度を測定し、冬季など気温が低い場合等、必要が認められる場合には温度・湿度によ

る濃度の補正を行うこととする。

2.2 試薬

(1) アセトニトリル：高速液体クロマトグラフ用のアセトニトリルを用いる。

(2) 水：蒸留水を超純水製造装置を用いて精製したもの。

(3) ホルムアルデヒド標準原液：市販のホルムアルデヒド 2,4-ジニトロフェニルヒドラゾ

ン 70.0 mg を秤り、アセトニトリルに溶かし、100ml 全量フラスコに移し、アセトニトリ

ルで標線に合わせ、これを標準原液とする。1ml=100µg HCHO
(4) ホルムアルデヒド標準溶液：ホルムアルデヒド標準原液 10ml を 100ml 全量フラスコ

にとり、アセトニトリルで標線に合わせる。これを標準溶液とする。1ml=10µg HCHO

2.3 器具及び装置

(1) 捕集管：市販の DNPH 捕集管を用いる。

(2) オゾンスクラバー：市販のオゾンスクラバーを用いる。

(3) 流量計：100 ～ 1000ml/min の流量が測定できるもの。

(4) ポンプ：100 ～ 1000ml/min の流量が 24 時間確保できるもの。

(5) ガスメータ：空気量が積算計測できるもの。

(6) 液体シリンジ：容量 100ul のもの。

(7) マイクロシリンジ：容量 50 ～ 100µl のもの。

(8) 保存用バイアル：容量 2ml の共栓付きのもの。

(9) 温湿度連続測定器：24 時間連続してモニターできるもの。

(10) 高速液体クロマトグラフ
1)送液ポンプ：定流量で、必要な圧力が確保され、且つ脈流の少ないもの。また、流量

が調節できるもの。

2) 試料導入装置：試験液の 10 ～ 30µl をカラムに入れられる構造であること。

3) カラム：内径 3 ～ 5mm、長さ 15 ～ 25cm のステンレス管にオクタデシルシリル基

(ODS)を化学結合させたシリカゲル（粒径 5 ～ 10µm）を充てんしたもの、またはこれと

同等の性能を有するもの。

4) 移動相：アセトニトリル：水(6:4)
5) 検出器：UV 360nm
測定の一例として以下の分析条件がある。

流量：1.0ml/min
試料導入量：20µl
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カラム温度：40 ℃

2.4 試料採取方法
(1) 新築住宅の場合
捕集管(市販の DNPH 捕集管)のキャップをはずし図 1 の如く接続する。試料空気の採

取は 1L/min の流速（流速は破過が懸念される場合は十分な量が捕集できる範囲でこれよ

り遅くしてもよい）で 30 分間行う（２回ずつ採取）。試料採取後は捕集管を密栓し、活性

炭入りの容器に保存する。採取した捕集管はなるべく速やかに抽出操作を行う。（注 1）
なお、室内外にオゾンの発生やその存在が懸念される場合は捕集管の前にオゾンスクラ

バーを取り付けて採取してもよい。なお、同時に外気も採取する。図 1 及び図２に室内及

び外気の試料採取装置の一例を示す。（注２）（注３）

空気

捕集管 流量計 ポンプ ガスメーター

図１ 室内ホルムアルデヒドの試料採取装置の一例

空気

オゾンスク 捕集管 流量計 ポンプ ガスメーター

ラバー

図２ 外気ホルムアルデヒドの試料採取装置の一例

(2) 居住住宅（日常生活）
捕集管のキャップをはずし図３の如く接続する。試料空気の採取は 100ml/min の流速（破

過が懸念される場合は十分な量が捕集できる範囲でこれより遅くしてもよい）で 24 時間

行う。外気も同条件で行う。以下の操作は(1)と同じ。（注４)(注５)

空気

捕集管 捕集管 流量計 ポンプ ガスメーター

図３ 室内ホルムアルデヒド（日常生活）の試料採取装置の一例

2.5 試験溶液の調製
(1) 新築住宅
試料採取の終わった捕集管に注射筒(10ml)を装着し、この注射筒にアセトニトリル 5ml
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を入れ、毎分 1ml 程度の流速でアセトニトリルを滴下しヒドラゾンを溶出する。溶出液

を 5ml の全量フラスコ又は目盛り付き試験管に受ける。アセトニトリルで標線に合わせ

る。これを分析用試料溶液とする。

(2) 居住住宅（日常生活）
試料採取の終わった捕集管（第１管及び第２管）にそれぞれ注射筒を装着し、この注射

筒にアセトニトリル 5ml を入れ、毎分 1ml 程度の流速でアセトニトリルを滴下しヒドラ

ゾンを溶出する。溶出液は 5ml の全量フラスコ又は目盛り付き試験管にそれぞれ受ける。

次に、第１管目の場合は溶出液の中から 1ml を分取し、5ml の全量フラスコ又は目盛り付

き試験管に入れアセトニトリルで標線に合わせる。一方、第２管目の場合はアセトニトリ

ルで標線に合わせる。これらを分析用試料溶液とする。

(3) 外気
試料採取の終わった捕集管（第１管及び第２管）に注射筒を装着し、この注射筒にアセ

トニトリル 5ml を入れ、毎分 1ml 程度の流速でアセトニトリルを滴下しヒドラゾンを溶

出する。溶出液は 5ml の全量フラスコ又は目盛り付き試験管に受ける。アセトニトリル

で標線に合わせる。これを分析用試料溶液とする。（注６）

2.6 試験操作

(1) 分析用試料溶液の測定
2.5 で調製した試料溶液をマイクロシリンジにより 20µl 分取し、高速液体クロマトグラ

フ（HPLC）に導入しクロマトグラムを記録する。ホルムアルデヒドの保持時間のピーク

について、ピーク面積又はピーク高さを求める。あらかじめ作成しておいた検量線（2.7
参照）からホルムアルデヒドの重量を求める。（注７）

(2) 操作ブランク
未使用の DNPH 捕集管について、2.6(1)の操作を行い、得られた溶液を操作ブランク試

験溶液とする。この試験溶液をマイクロシリンジにより 20µl 分取し、HPLC に導入し操

作ブランク値を求める。

(3) トラベルブランク
トラベルブランク試験としては、試料の採取に際し、密栓した捕集管を、試料採取操作

を除いて、試料採取管と同様に持ち運び取り扱う。（注 8）

2.7 検量線の作成
ホルムアルデヒド標準溶液(1ml=10µg HCHO)を 0-5ml 段階的に 5ml の全量フラスコ又

は目盛り付き試験管に取り、アセトニトリルで 5ml に合わせ、検量線作成用標準系列と

する。調製した標準系列溶液をマイクロシリンジにより 20µl 分取し、高速液体クロマト

グラフ（HPLC）に導入しクロマトグラムを記録する。ホルムアルデヒドのピーク面積又

はピーク高さを求め、ホルムアルデヒドの導入量(µg)とピーク面積又はピーク高さとの

関係線を作成し、検量線とする。

2.8 検出下限値及び定量下限値

同一ロットの未使用捕集管について分析操作を行い、ホルムアルデヒドのブランク値
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(A)を求める。2.9 の式に(As-A)を代入し濃度を算出する。但し、V=30L、t=20 ℃、P=101.3
とする。5 本以上の捕集管を測定した時の標準偏差(s)から次式により検出下限及び定量

下限値を算出する。

検出下限値=3s(µg/m3
)

定量下限値=10s(µg/m3
)

2.9 濃度の算出

次式により試料空気中のホルムアルデヒド濃度を算出する。

Ｃ＝ (As-A) x D x E x 1000
v x V x (293/273 + t) x p/101.3

C ：20 ℃における試料空気中のホルムアルデヒド(HCHO)濃度（µg/m3
)

As ：検量線より求めた試料溶液中の HCHO の質量(µg)
A ：検量線より求めた操作ブランク試験溶液中の HCHO の質量(µg)
D ：希釈係数

E ：試料溶液の液量(ml)
v：HPLC への導入量(µl)
V：ガスメーターで測定した試料空気の捕集量(L)
t： 試料採取時の平均気温(℃)、湿式型の積算流量計を使用している時には積算

流量計の平均水温(℃)

p：試料採取時の平均大気圧(kPa)、湿式型積算流量計の場合には(P-Pw)を用いる。

ここで、Pw は試料採取時の平均気温 t での飽和水蒸気圧(kPa)

室温が 25 度に満たない場合には以下の式により濃度の補正を行うことを推奨する。

Ｃ’＝Ｃ× 1.09（25-t)× 100 ／(50+rh)

t： 試料採取時の平均気温(℃)、湿式型の積算流量計を使用している時には積算

流量計の平均水温(℃)

rh： 試料採取時の平均湿度(％)

2.10 結果の報告

(1) 測定対象建物の概要

(2) 測定年月日、気温、湿度（採取時の平均を記載）

(3) 測定結果（個々の値及び各場所の平均値）

(4) 定量下限値

(5) 建物及び生活行為に関する情報
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注 1：直ちに抽出操作が出来ない時、捕集管は冷暗所(4℃以下）に保存すれば１週間程度

は保存可能である。抽出液で保存すれば３週間は保存可能である。

注 2：オゾンスクラバーを使用する時は湿度を考慮する。また、スクラバー部分を室温よ

りやや高めに保温し水分の凝縮を防ぐ

注 3：試料採取時の気温が10℃以下の場合は捕集管の部分を10℃以上に保温する。

注 4：試料採取開始時刻は任意設定する。

注 5：24時間試料採取の場合、拡散型（パッシブサンプラー）のサンプラーを使用しても

よい。但し、使用するサンプラーは第三者機関等で測定精度が保証されたもの。或

いは標準測定法との換算が可能なもの。

注 6：外気の場合は第１管及び第２管とも5mlにメスアップしたものを分析用試料溶液

とする。第２管は破過の確認のためのもの。

注 7：室内空気中の各対象化合物の濃度は範囲が広いことが予想されるため、定量上限を

明確に把握しておくことが必要である。試料空気の測定値が作成した検量線の直線

範囲からはずれている場合は、分析の諸条件を検討したうえで検量線を作成し直し、

再度測定する。

注 8：本試験は一連の試料採取において試料数の10%程度の頻度で、少なくとも3試料以上

測定する。

トラベルブランク値が操作ブランク値と同等（等しいか小さい）とみなせる時には、

移送中の汚染は無視出来るので、試料測定値から操作ブランク値を差し引いて濃度

を算出する。移送中の汚染がある場合には、３試料以上のトラベルブランク値を測

定した時の標準偏差(s)から求めた定量下限値（10s：大気濃度への換算値）が目標

定量下限値（注8)以下の時、及びトラベルブランク値による定量下限値が目標定量

下限値より大きくても、試料の測定値がトラベルブランク値による定量下限値以上

の時には、試料測定値からトラベルブランク値を差し引いて濃度を計算する。しか

し、移送中に汚染があり、また、トラベルブランク値による定量下限値が目標定量

下限値より大きく、しかも、試料の測定値がトラベルブランク値による定量下限値

より小さい時は原則として欠測扱いとする。この場合には汚染の原因を取り除いた

後、再度試料採取を行う。

注 9：目標定量下限値はガイドライン値の1/10とする。
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３．トルエン、o-、p-、m-キシレン及びp-ジクロロベンゼン等揮発性有機化合

物の測定方法

ここに掲げる測定方法は、室内空気中のトルエン、o-、p-、m-キシレン及び p-ジクロロ

ベンゼンを対象とする。室内空気の採取は、新築住宅における場合と居住住宅における場

合は二つの異なる方法による。室内空気採取は、居間（リビング）および寝室で採取し、

いずれかの高い値を記載し、評価する。また外気の影響を考慮するため、同時に外気も採

取する。試料の採取方法は、固相吸着－溶媒抽出法、固相吸着－加熱脱着法及び容器採取

法の３種の方法がある。いずれの採取法もガスクロマトグラフ／質量分析計と連動した装

置によって測定する。

３．１ 第１法 固相吸着－溶媒抽出－ガスクロマトグラフ／質量分析法

３．１．１．測定方法の概要

吸着剤を充てんした捕集管に室内空気及び外気を一定流速で吸引して、測定対象物質を

捕集する。捕集管から測定対象物質を溶媒で溶出させ、これをキャピラリーカラムに導入

して GC/MS により分離、定量することを基本とする。(注 1）

３．１．２．試薬

(1) 二硫化炭素：１ µl を GC/MS に注入したとき、測定対象物質及び内標準物質のクロ

マトグラムに妨害を生じないもの。

(2) 過塩素酸マグネシウム：元素分析用（粒径 300 ～ 700µm）

(3) 標準物質：トルエン、o-、p-、m-キシレン及び p-ジクロロベンゼンは純度 98 ％以

上の JIS 規格試薬特級、またはこれと同等以上のもの。

(4)標準原液（1000μg/ml）：各メスフラスコ 100ml に標準物質 100mg を精秤し、二硫化

炭素を加えて 100ml とする。この溶液 1ml は各々の標準物質 1000µg を含む。(注 2)(注 3)
(5)標準溶液（100μg/ml）：標準原液の一定量を二硫化炭素を用いて 10 倍に希釈する。

この溶液 1ml は各々の標準物質 100µg を含む。(注 2)(注 3)
(6)混合標準溶液（100μg/ml）：各標準原液のそれぞれの一定量（1ml）をメスフラスコ

（10ml）に入れ、二硫化炭素を用いて 10 倍に希釈する。この溶液 1ml は各々の標準物質

100µg を含む。(注 2)
(7)高純度窒素ガス：測定対象物質及び内標準物質のクロマトグラムに妨害を生じないも

の。(注 4)
(8)標準原ガス（1μg/ml）：(注5)

1) 標準原ガス：ボンベ入りの標準ガスを使用してもよい。流量比混合法もしくは容量

比混合法のいずれの加湿混合標準ガス作成法でもよい。（注 6）（注 7）（注 8）
2) 真空瓶による方法：ここで調製した標準原ガスは混合法による混合標準ガスの作製

に用いることができる。真空瓶(1 ㍑）を高純度窒素ガスで置換して大気圧に戻し、これ
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に、単独または混合で標準物質の 100mg を精秤して液体シリンジを用いて注入口から注

入し、真空瓶を 60 ℃以上に加熱して標準物質を気化、混合し、100µg/ml 標準原ガスとす

る。100µg/ml 標準原ガス 10ml を高純度窒素で置換して大気圧に戻した別の真空瓶の注入

口から注入して 100 倍に希釈し、1µg/ml 標準原ガスを調整する。(注 2)(注 7)(注 8）
(9) 混合標準ガス（0.1μg/ml）：以下に示すいずれかの方法によって調整する。(注 2)
1)標準原ガスを用いた真空瓶による方法：高純度窒素で置換して大気圧に戻した別の真

空瓶の注入口から各標準原ガスの一定量（100ml）を注入して 10 倍に希釈し、混合標準ガス

を調整する。(このガス 1ml は各標準物質 0.1µg を含む。)

2)標準原液を用いた真空瓶による方法：高純度窒素で置換して大気圧に戻した真空瓶の

注入口から各標準原液(10mg/ml)の一定量（ 10µl ）を注入して混合し、混合標準ガスを調整

する。（このガス 1ml は各標準物質 0.1µg を含む。）

2)標準原ガスを用いた混合法
1) 流量比混合法による方法：図１に示すように高純度窒素ガスと標準原ガスにマスコ

ントローラをそれぞれに接続し、さらにこれらを混合させて、その先に真空にした採取容

器または真空瓶等で混合ガスを採取できるよう接続する。標準原ガス 1 に対して加湿高純

度窒素ガスを一定の割合になるように両方のマスコントローラで流量を調節して、真空に

した採取容器または真空瓶に採取して調製する。

2) 容量比混合法による方法：ａ)または b)の方法による。

a) Ｔ字管法：図２に示すように高純度窒素ガスにバルブ、ガスタイトシリンジが注入

できるガス希釈用 T 字管を接続させ、その先に真空にした採取容器または真空瓶等に混

合ガスが採取できるように接続する。流路内の空気を高純度窒素ガスで置換した後、窒素

ガスを止め、バルブを閉じる。ついで、採取容器の栓を開け、ガス希釈用 T 字管からガ

スタイトシリンジを用いて複数の測定対象物質の標準原ガスを所定量づつ真空にした採取

容器に注入する。さらに、高純度窒素ガスを大気圧まで加圧して混合標準ガスを調製する。

b) 直接法：標準原ガスの一定量をガスタイトシリンジを用いて真空瓶に直接注入し、

さらに高純度窒素ガスで 10 ～ 200 倍程度まで希釈する。
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図１ 流量比混合法による混合標準ガス調製の例

図２ 容量比混合法による混合標準ガス調製の例

(10) 内標準原液（1000μg/ml）：内標準物質（トルエン-d8）の 100mg を精秤し、二硫

化炭素 100ml に溶解する。(注 2)
(11) 内標準溶液（100μg/ml）：内標準原液を二硫化炭素で 10 倍に希釈する。この溶液

1ml は内標準物質 100µg を含む。(注 2)
(12)内標準ガス：高純度窒素ガスで置換して大気圧に戻した別の真空瓶の注入口から内

標準原液(10mg/ml)の一定量（ 10µl ）を注入して混合し、内標準ガスを調整する。(このガス

1ml は各標準物質 0.1µg を含む。)(注 2)
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３．１．３．器具および装置

(1) 抽出瓶：スクリューキャップバイアル（容量 ２ ml）
(2) 真空瓶：図３に示すような、1L のガラス製の真空瓶で内容積が正確に計算された

もの。瓶の中には混合用テフロン粒を数個入れておく。高純度窒素ガスで置換して 60 ℃

に加熱して 1 時間放置した後、真空にする。この操作を数回繰り返した後、高純度窒素ガ

スで置換して保存する。使用にあたっては、新しい高純度窒素ガスで置換した後、真空に

して使用する。

図３ 真空瓶

(3) マイクロシリンジ：容量 1 ～ 10µl または 10 ～ 100µlが計りとれるもの。

(4) ガスタイトシリンジ：容量 1 ～ 10ml または 10 ～ 100mlが計りとれるもの。

(5) 検量線作成用T字管：図４に示すように、注入口のセプタム、捕集管及び高純度窒

素ガスが接続できるもので、高純度窒素ガスを 30 ～ 50ml/min の流速で 3 ～ 5 分間通気さ

せることができるもの。

図４ 検量線作成用T字管

(6) 試料採取装置：試料採取装置は、除湿管、捕集管、マスフローコントローラ、ポン

プ、ガスメータとを連結したものから成り、その例を図５に示す。

試料採取装置に使用する器具類は十分に洗浄して汚染に注意する。試料採取に当たって

装置を組み立てた後、漏れのないことを確認する。

図５ 試料採取装置
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1)捕集管

内径 3 ～ 4mm 程度のガラス管に活性炭約 300mg 程度を充てんしたもの。または測定対

象物質に対して十分な捕集能力を有するもの。

2) 除湿管：捕集管と雨よけを接続できるようなガラス管に過塩素酸マグネシウムを約

15g 充てんし、両端を石英ウールで押さえたもの。両端を密栓し、使用時まで活性炭入り

の密閉容器に保存する。

3) マスフローコントローラー：流量を 100 ～ 1000ml/min の範囲で制御でき、設定流

量に対して± 10 ％以内の制御精度を有するもの。または、これと同等以上の性能を有す

るもの。

4) ポンプ：ダイヤフラム型等の密閉式のポンプで捕集管をつけた状態で 100 ～

1000ml/min の捕集流量が確保できるもの。または、これと同等以上の性能を有するもの。

5) ガスメータ：湿式型のもの、またはこれと同等の能力のあるもので、積算測定が可

能であり、マスフローコントローラの流量制御範囲で精度よく作動する性能を有するもの。

(7) ガスクロマトグラフー質量分析計（GC/MS）

1)GC/MS装置
a) 試料注入口：スプリット/スプリットレス注入が可能なもの。

b) カラム恒温槽：恒温槽の温度制御範囲が 35 ～ 300 ℃であり、測定対象物質の最適

分離条件に温度制御できるような昇温プログラムが可能なもの。

c) 分離管：内径 0.25 ～ 0.32mm、長さ 25 ～ 60m の溶融シリカ製のものであって、内

面にメチルシリコンまたは 5%フェニルメチルシリコンを 0.5 ～ 1.5µm の膜厚で被覆した

キャピラリーカラム、またはこれと同等の分離性能を有するもの。

d) インターフェース部：温度を 200 ～ 300 ℃程度に保つことができるもの。

e) イオン源：温度を 160 ～ 300 ℃に保つことができ、イオン化電圧は 70eV 程度のも

の。

f) 検出器（ＭＳ）：ＥＩ法が可能で、ＳＩＭもしくは Scan 検出法が可能なもの。

g) キャリヤーガス：ヘリウム（純度 99.999vol ％以上）。１ ml/min
h) 測定質量数：各測定対象物質の測定用質量数は表１による。

表１ 各測定対象物質の測定用質量数

測定対象物質 測定質量数

トルエン 91，92
o-、p-、m-キシレン 91，106
p-ジクロロベンゼン 146，148，111

トルエン-d8 99, 100
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2) GC/MSの分析条件の設定と機器の調整

GC/MS の分析条件の例を以下に示す。これを参考にして適宜設定する。分離及び定量

が十分であればこの限りではない。測定対象物質を検証試験で確認する。なお、m-,p-キ
シレンは分離しなくても良い。

（10 ℃／ min）
カラム温度 ：40 ℃（１分間保持）－－－－－→ 200 ℃

注入口温度 ：200 ℃

試料注入法 ：スプリット（スプリット比 1：20 ～ 1：100）
ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ温度：220 ℃

イオン源温度：200 ℃

＊ＭＳに質量校正用標準物質（PFTBA または PFK）を導入し、質量校正用プログラムに

より、マスパターン、分解能｛質量数（m/z）＝ 18 ～ 300 程度の範囲で 1 質量単位（amu）
以上｝等を測定目的に応じて所定の値に校正する。質量校正結果は測定結果と共に保存す

る。

３．１．４．試料採取および試験液の調製

(1) 試料採取

空気試料の採取は、室内では居間及び寝室 2 カ所、ならびに室外 1 カ所についてそれぞ

れ 2 回ずつ採取する。試料採取に際しては、トラベルブランクとして捕集管を密栓したま

ま状態で試料採取と同様に持ち運ぶ。

1) 室内空気の採取

(a)新築住宅における試料の採取（概ね30分間採取）：試料採取装置を用いて 1L/min 程

度の流量で概ね 30 分間採取する。捕集管はアルミ箔等で遮光し、試料採取後、捕集管の

両端を密栓し、活性炭入り保存缶に入れて分析時まで保存する。(注 9)(注 10)(注 11)
(b)居住住宅における試料の採取（24時間採取）：試料採取装置を用いて捕集管に

100ml/min 程度の流量で 24 時間採取する。捕集管はアルミ箔等で遮光し、試料採取後、

捕集管の両端を密栓し、活性炭入り保存缶に入れて分析時まで保存する。(注 10)(注 11)
2) トラベルブランク：トラベルブランク試験用として未使用の密栓した捕集管を用い、

試料採取操作を除いて、室内空気の試料採取用の捕集管と同様に持ち運び、取り扱う。溶

封した捕集管では試料の採取時に開封後、密栓して分析時まで同様に保存する。この操作

は、一住宅の室内試料採取において一試料もしくは一連の試料採取において試料数の 10
％程度の頻度で実施する。(注 12)

3) ２重測定用捕集管：試料は、室内の 2 カ所及び室外 1 カ所にでそれぞれ２回ずつ採

取し、２重測定(n=2)の意味を持たせる。２重測定のための試料採取は、一住宅の室内試

料採取において一試料もしくは一連の試料採取において試料数の 10 ％程度の頻度で行う。

(2) 試験液の調製

1) 試料空気試験液の調製：捕集管から吸着剤を抽出瓶に取り出し、二硫化炭素 1ml を

加えて栓をし、泡が出なくなるまで時々振り混ぜた後、内標準溶液（100µg/ml）を 1µl 加

えたものを試験液とする。
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2) 操作ブランク試験液の調製：試料空気用の捕集管と同一捕集管について 1)と同様

の操作を一連の操作の中で一回以上行い、操作ブランク試験液を調製する。(注 13)
3) トラベルブランク試験液の調製：トラベルブランク試験用の捕集管について 1)と

同様の操作を行い、トラベルブランク試験液を調製する。(注 14)
4) ２重測定用試験液の調製：２重測定用の捕集管について 1)の操作を行い、２重測

定用試験液を調製する。

３．１．５．試験操作

(1)測定

1) 試料空気の試験

(a) 測定：３．１．４の(2)の 1)で調製した試験液の１ µl程度をGC/MSに注入する。

(b) 対象化学物質の確認：３．１．３の(7)の 1)の h)で設定した各測定対象物質の定量

用質量数および確認用質量数によるクロマトグラムを記録し、両者の強度比を求める。(注

15)
(c) 定量：検出された各測定対象物質の定量用質量数および内標準物質のピーク面積ま

たはピーク高さを求め、そのピーク面積またはピーク高さの比から、あらかじめ(2)によ

り作成した検量線を用いて、注入した試料液中の各測定対象物質の重量（As：ng）を求

める。（注 16）
2) 操作ブランク試験：３．１．４の(2)の 2)で調製した操作ブランク試験液について 1)

の操作を行い、各測定対象物質の操作ブランク値を求める。（注 17）
3) トラベルブランク試験：３．１．４の(2)の 3)で調整したトラベルブランク試験液

について 1)の操作を行い、注入した試験液中の各測定対象物質の重量を測定する。本試

験は３試料以上を測定し、平均値をトラベルブランク値（Ａｔ：ng）とする。(注 18)
4) GC/MS装置の感度試験：混合標準濃度系列の中から中間程度の濃度のものを選び、

1)の操作を行って感度の変動を確認する。この確認は１日に１回以上行う。(注 19)
5) ２重測定：３．１．４の(2)の 4)で調製した２重測定用試験液について 1)の操作

を行って、各測定対象物質の重量を測定する。(注 20)
(2) 検量線の作成

1) 混合標準濃度系列の調製

（a) 溶液混合標準列の調製：混合標準溶液を用いて、GC/MS の感度に合わせて混合

標準濃度系列を調製する。(注 21)
(b) 捕集管混合標準列の調製

a) 混合標準ガスを用いる場合：混合標準ガスを用いる場合は図 4 の例に示すよう

に、検量線作成用 T 字管及び高純度窒素ガスを連結した捕集管に、毎分 10 ～ 30 ｍｌ程

度の高純度窒素等を流して、混合標準ガス（0.1µg/ml）の 0 ～ 10ml をガスタイトシリン

ジを用いて捕集管に吸着させた後、３．１．４の(2)の操作を行い、溶液濃度として 0 ～

１ µg/ml の範囲で 5 段階程度の混合標準濃度系列を調製する。（注 2）
b) 混合標準溶液の場合：３．１．２の(5)の標準溶液、または(6)の混合標準溶液

を用いる場合は、図 4 の例に示すように、検量線作成用 T 字管及び高純度窒素ガスを連

結した捕集管に標準溶液の X ～Ｙ µl を段階的に採り、注入口からマイクロシリンジを用
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いて添加した後、ゼロガスの 20 ～ 50ml の流速で 3 分間通気して標準物質捕集管数本を

調整し、３．１．４の(2)の操作を行い 5 段階程度の混合標準濃度系列を調製する。

2)測定：
(a) 測定：1)で調製した混合標準濃度系列の１ µl 程度をGC/MSに注入し、３．１．３(7)

1)のh)で設定した各測定対象物質の定量用質量数および確認用質量数によるクロマトグラ

ムを記録する。

(b) 測定対象物質の確認：1)で調製した検量線用混合標準濃度系列の中から各測定対象

物質の GC/MS への注入量が検量線の中間程度のものを選び、各測定対象物質毎に定量用

質量数および確認用質量数のピーク面積またはピーク高さを用いて強度比を算出する。

(c) 測定対象物質の検量線作成用質量数の決定：混合標準濃度系列毎に各測定対象物質

の定量用質量数および確認用質量数の強度比を求め、(b)で求めた各測定対象物質毎の強

度比と一致することを確認する。(注 22)
(d) 検量線の作成：各測定対象物質の定量用質量数と内標準物質のピーク面積またはピ

ーク高さの比を求め、そのピーク面積またはピーク高さの比と各測定対象物質の重量とに

より検量線を作成する。

３．１．６．検出下限値、定量下限値の測定

検量線作成時の最低濃度（定量下限値付近）の混合標準濃度系列について、３．１．５

の(1)の 1)操作を行って測定値(A：ng)を求め、（As-At）に A を代入して、３．１．７の

濃度の算出式より空気濃度を算出する。（但し、Ｖ=144l、t=20 ℃、P=101.3kPa とする）５

試料以上を測定して求めた標準偏差（ｓ）から次式により、各測定対象物質の検出下限値

及び定量下限値を算出する。ただし、操作ブランク値のある物質では操作ブランク値を測

定し、混合標準濃度系列と操作ブランク値のうち、大きい方の標準偏差を用いて計算する。

(注 23)
この測定は機器の分析条件を設定した場合など必要に応じて必ず１回以上行う。

検出下限値 = 3s (mg/m3)

定量下限値 = 10s (mg/m3
)

目標定量下限値はガイドライン値の 1/10 とする。
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３．１．７．濃度の算出

３．１．５の(1)で得られた結果から次式を用いて空気中の各測定対象物質の濃度を算

出する。

（Ａｓ－Ａｔ）× Ｅ × 1000
Ｃ =

ｖ× V × 293/(273+t) × P/101.3

Ｃ：20 ℃における空気中の各測定対象物質の濃度 (mg/m3)

Ａｓ：GC/MS に注入した試料中の各測定対象物質の重量(ng)
Ａｔ：各測定対象物質のトラベルブランク値(ng)

操作ブランク値と同等と見なせる場合は操作ブランク値を用いる。

Ｅ：試験液量(ml)
ｖ：GC/MS への注入液量(µl)
Ｖ：ガスメータで測定した捕集量(�)

ｔ： 試料採取時の平均の気温（℃）。湿式型積算流量計を使用している

ときには、積算流量計の平均水温（℃）

Ｐ： 試料採取時の平均大気圧(kPa)。湿式型積算流量計の場合には

(P-Pw)を用いる。

ここで、Pw は試料採取時の平均気温 t での飽和水蒸気圧(kPa)

結果には個々の測定値と各場所における平均値の両方を記載する。
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注 1：本方法は、捕集管に濃縮した測定対象物質を抽出溶媒で希釈するため、試料の捕集

量を大きくする必要があり、捕集能力を考慮して保持容量の大きい吸着剤を用いる

方がよい。抽出した試験液は繰り返し測定が可能である。捕集管のブランク値は比

較的少ないが、抽出溶媒のブランク値が定量下限値に影響することもある。捕集管

の捕集効率や溶媒による回収率をあらかじめ検討しておく必要がある。居住住宅に

おいては、ここで述べられた方法と同様の信頼性が確保できる場合には拡散吸着法

によって試料空気を採取してもよい。ただし、新築においては、この方法による試

料採取では測定が困難である。

質量分析計がない場合には、精度が保証されているならば検出器として水素炎イ

オン化検出器(FID)、電子捕獲型検出器(ECD)等を用いることも可能である。

注 2：試料採取量、濃縮操作及びGC/MSの条件等によって測定感度は異なるので、ここ

に示した濃度を目安に適宜変えてもよい。

注 3：FID等を用いて測定する場合は、保持時間等を個々の標準溶液を用いて確認する。

注 4：精製空気を使用してもよい。有機化合物を含有しないことが重要であり、測定対象

以外の物質については全炭化水素で0.01ppm以下、一酸化炭素0.05ppm以下、二酸化

炭素0.3ppm以下、水分濃度2ppm以下（露点-70℃以下）で純度99.999％以上のもの

が望ましい。

注 5：標準原ガスの調製濃度（1µg/ml）は大体の目安であり、物質の感度や大気濃度を

考慮して物質毎に変えても良い。

注 6：市販のボンベ入り標準ガスは、精度保証されたものが望ましい。p-ジクロロベンゼ

ンの標準ガスは市販品がない場合がある。

注 7：ここで作製する標準原ガスは標準物質単独ばかりでなく、複数（トルエン、o-,p-,

m-キシレン、p-ジクロロベンゼン）のそれぞれの100mgを一つの真空瓶に入れて混

合標準原ガスとしてもよい。

注 8：重量濃度で表示された市販の標準原ガスの場合における容積の換算は、測定対象物

質100mgに相当する採取容積ｖ（ml)＝100×22.4(273＋ｔ)／273Ｍ（Ｍは分子量、

ｔは気温）をガスタイトシリンジを用いて分取する。重量濃度で表示された市販の

標準原液の場合における液体容量の換算は、測定対象物質100mgに相当する採取容

積ｖ(µl)＝100／ρ（ρは比重又は密度）をマイクロシリンジを用いて分取する。

また、市販の標準ガス濃度はppm（µl/l）表示であるので、重量／体積濃度（µg/l）
への換算は、273M／｛22.4（273＋ｔ）｝（Ｍは分子量、ｔは気温）を乗じる。

注 9：測定に十分な量が得られないと考えられる場合は、採取時間をある程度長くしても

良い。

注10：吸引側及び空気取り入れ側を明確にしておく。

注11：湿度が高い場合は除湿管を使用してもよい。

注12：室外で塗装工事等が行われて室内より室外での化学物質濃度が高いと考えられる場

合は、トラベルブランクは室外で行う。

注13：分析環境から試験操作過程で汚染されることがあるので、操作ブランクを一連の測

定操作の中で少なくとも一回以上実施する。

注14：空気試料の測定に際して、その準備－機器の運搬－試料採取－持ち帰り－前処理－
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測定の過程で化学物質で汚染された空気で捕集管が暴露する可能性があるので試料

採取時の記録を参考にして試験の頻度を考慮する。

注15：定量用質量数のピークに対する他イオンからの影響を判断するために行う操作であ

り、強度比が検量線作成時と大きくかけはなれている場合は、まず、装置の性能を

確認するために再度標準試料を測定して強度比を算出する。その強度比が90～110

％の範囲内であれば、測定済み試料のクロマトグラムのベースライン等を再検討し

たり、かけ離れた原因をチェックして再分析を行い、その強度比が検量線作成時と

大きくかけはなれないことを確認する。

注16：室内空気中の各対象化合物の濃度は範囲が広いことが予想されるため、定量上限を

明確に把握しておくことが必要である。試料空気の測定値が作成した検量線の直線

範囲からはずれている場合は、分析の諸条件を検討したうえで検量線を作成し直し、

再度測定する。

注17：操作ブランク試験は試料測定に先立って行い、操作ブランク値を大気濃度に換算し

た値が目標定量下限値を超える場合には、再洗浄や機器の調製を行った後、再度測

定し、操作ブランク値を十分低減してから試験液を測定する。

注18：測定対象物質のトラベルブランク値が操作ブランク値と同等（等しいか小さい）と

みなせる場合には移送中の汚染は無視できるものとして試料の測定値から操作ブラ

ンク値を差し引いて濃度を計算する。移送中の汚染がある場合には、３試料以上の

トラベルブランク値を測定した時の標準偏差（ｓ）から求めた定量下限値(10ｓ：

大気濃度への換算値）が目標定量下限値以下の場合、およびトラベルブランク値に

よる定量下限値が目標定量下限値より大きくても試料の測定値が、トラベルブラン

ク値による定量下限値以上の場合には、試料の測定値からトラベルブランク値を差

し引いて濃度を計算する。

しかし、移送中に汚染があり、またトラベルブランク値による定量下限値が目標定

量下限値より大きく、しかも試料の測定値がトラベルブランク値による定量下限値

より小さい場合は原則として欠測扱いとする。この場合には、汚染の原因を取り除

いた後、再度試料採取から行う。

注19：内標準物質の感度が検量線作成時の感度と大きく異ならないことを確認する。また、

内標準物質との相対感度が検量線作成時の相対感度に対して±20%以内の変動であ

ることを確認し、これを越えて感度が変動する場合には、その原因を取り除き、そ

れ以前の試料を再測定する。さらに、保持時間については、比較的短い間に変動（通

常、１日に保持時間が±５%以上、内標準物質との相対保持比が±２%以上）する場

合には、その原因を取り除き、それ以前の試料の再測定を行う。

注20：定量下限値以上の濃度の測定対象物質に対して、測定値平均とそれぞれの測定値の

間に±15%以上の開きがある場合は、原則として欠測扱いとして、その原因をチェ

ックし、再度試料採取を行う。

注21：捕集管からの抽出効率が80～120％であることが確認されている物質では、捕集管

に標準ガスを添加する操作を省いて、直接、抽出瓶に二硫化炭素１mlを加えて栓を

し、混合標準溶液（100µg／ml）を0.5～10µl、内標準溶液1µl を添加して５段階程

度の混合標準濃度系列を調製してもよいが、これが未確認の物質・捕集管の組み合
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わせにおいては捕集管混合標準列を調整し、混合標準濃度系列を調整する必要があ

る。

注22：測定対象物質のいずれかの強度比が(b)で算出した90～110％の範囲を超える場合

は、その濃度の混合標準濃度系列を再度測定する。

注23：測定対象物質のいずれかの定量下限値が目標下限値より大きい場合には、試薬、器

具、機器等をチェックして、目標定量下限値以下になるよう調整する。
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３．２ 第２法 固相吸着－加熱脱着－ガスクロマトグラフ質量分析法

３．２．１．測定方法の概要

吸着剤を充填した捕集管に室内空気及び外気を一定流量で吸引し測定対象物質を捕集す

る。捕集管を加熱脱着装置に装着し、加熱脱着する測定対象物質をキャピラリーカラムに

導入して GC/MS により分離、定量することを基本とする。(注 1)(注 2)(注 3)

３．２．２．試薬

(1) メタノール：1µl を GC/MS に注入したとき、測定対象物質および内標準物質のク

ロマトグラムに妨害を生じないもの。

(2) 過塩素酸マグネシウム：元素分析用（粒径 300 ～ 700µm）

(3) 標準物質：トルエン、o-、p-、m-キシレン及び p-ジクロロベンゼンは純度 98 ％以

上の JIS 規格試薬特級、またはこれと同等以上のもの。

(4)標準原液（1000μg/ml）：各メスフラスコ 100ml に標準物質 100mg を精秤し、メタノ

ールを加えて 100ml とする。この溶液 1ml は各々の標準物質 1000µg を含む。市販の標準

溶液を用いてもよい。(注 4)(注 5)(注 6)
(5)標準溶液（100μg/ml）：標準原液の一定量をメタノールを用いて 10 倍に希釈する。

この溶液 1ml は各々の標準物質 100µg を含む。(注 4)(注 6)
(6)混合標準溶液（100μg/ml）：各標準原液のそれぞれの一定量（1ml）をメスフラスコ

（10ml）に入れ、メタノールを用いて 10 倍に希釈する。この溶液 1ml は各々の標準物質

100µg を含む。(注 4)
(7)高純度窒素ガス：測定対象物質及び内標準物質のクロマトグラムに妨害を生じないも

の。（注 7）
(8) 標準原ガス（1μg/ml）：(注8)

1) 標準原ガス：ボンベ入りの標準ガスを使用してもよい。流量比混合法もしくは容量

比混合法のいずれの混合標準ガス作成法でもよい。(注 9)
2) 真空瓶による方法：ここで調製した標準原ガスは混合標準ガスの作製に用いること

ができる。真空瓶を高純度窒素で置換して大気圧に戻す。これに、単独または混合で各標

準物質の 100mg を精秤してマイクロシリンジを用いて注入口から注入し、真空瓶（1 ㍑）

を 60 ℃以上に加熱して標準物質を気化、混合し、これを 100µg/ml 標準原ガスとする。こ

の 100µg/ml 標準原ガス 10ml を高純度窒素で置換して大気圧に戻した別の真空瓶の注入口

から注入して 100 倍に希釈し、これを 1µg/ml 標準原ガスとする。(注 4)(注 10)
(9) 混合標準ガス（5ng/ml）：以下に示すいずれかの方法によって調整する。(注 4)
1)標準原ガスを用いた真空瓶による方法：高純度窒素で置換して大気圧に戻した別の真

空瓶の注入口から 1µg/ml の各標準原ガスの一定量（5ml）を注入して 200 倍に希釈し、混合

標準ガスを調整する。(このガス 1ml は各標準物質 5ng を含む。)

2)標準原液を用いた真空瓶による方法：高純度窒素ガスで置換して大気圧に戻した別の

真空瓶の注入口から各標準原液(10mg/ml)の一定量（ 10µl ）を注入して混合し,各標準物質
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0.1µg/ml の混合標準ガスを調整する。この混合標準ガス(0.1µg/ml)の一定量（50ml）を高

純度窒素ガスで置換して大気圧に戻した別の真空瓶の注入口から注入して混合し、各標準

物質 5ng/ml の混合標準ガスを調整する。

2)標準原ガスを用いた混合法
1) 流量比混合法による方法：図１に示すように高純度窒素ガスと標準原ガスにマスフ

ローコントローラをそれぞれ接続し、さらにこれらを混合させて、その先に真空にした採

取容器または真空瓶等で混合ガスを採取できるよう接続する。標準原ガス 1 に対して高純

度窒素ガスが一定の割合になるように両方のマスコントローラで流量を調節して、真空に

した採取容器または真空瓶に採取して調製する。

3) 容量比混合法による方法：a)又は b)の方法による。

a)Ｔ字管法：図２に示すように高純度窒素ガス流路にバルブ、ガスタイトシリンジが注

入できるガス希釈用 T 字管を接続させ、その先に真空にした採取容器または真空瓶等に

混合ガスが採取できるように接続する。流路内の空気を高純度窒素ガスで置換した後、窒

素ガスを止め、バルブを閉じる。ついで、採取容器の栓を開け、ガス希釈用 T 字管から

ガスタイトシリンジを用いて測定対象である複数の標準原ガスを所定量づつ真空にした採

取容器に注入する。さらに、高純度窒素ガスで大気圧まで加圧して加湿混合標準ガスを調

製する。

b)直接法：標準原ガスの一定量をガスタイトシリンジを用いて真空瓶に直接注入し、さ

らに高純度窒素ガスで 10 ～ 200 倍程度まで希釈する。

混合標準ガスの濃度は標準原ガスの濃度と希釈倍率により変えてもよい。

図１ 流量比混合法による混合標準ガス調製の例
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図２ 容量比混合法による混合標準ガス調製の例

(10) 内標準原液（1000μg/ml）：内標準物質（トルエン-d8）の 100mg を精秤し、メタ

ノール 100ml に溶解する。この溶液 1ml は内標準物質 1000µg を含む。(注 4)
(11) 内標準溶液（100μg/ml）：内標準原液をメタノールで 10 倍に希釈する。この溶液

1ml は内標準物質 100µg を含む。(注 4)
(12)内標準ガス：高純度窒素で置換して大気圧に戻した別の真空瓶の注入口から内標準

原液(1mg/ml)の一定量（ 100µl ）を注入して混合し、内標準ガスを調整する。（このガス 1ml
は各標準物質 0.1µg を含む。）(注 4)(注 9)(注 11）

３．２．３器具および装置

(1) 抽出瓶：スクリューキャップバイアル（容量 2ml ）
(2) 真空瓶：図３に示すような、1L のガラス製の真空瓶でバルブと注入口セプタムが

一体となった、内容積が正確に計算されたもの。瓶の中に混合用テフロン粒を数個入れて

おく。高純度窒素ガスで置換して 60 ℃に加熱し、1 時間放置した後、真空にする。この

操作を数回繰り返した後、高純度窒素ガスで置換して保存する。使用にあたっては、新し

い高純度窒素ガスで置換した後、真空にして使用する。

図３ 真空瓶
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(3) マイクロシリンジ：容量 1 ～ 10µl または 10 ～ 100µl が計りとれるもの。

(4) ガスタイトシリンジ：容量 1 ～ 10ml または 10 ～ 100mlが計りとれるもの。

(5) 検量線作成用T字管：図４に示すように、注入口のセプタム、捕集管及び高純度窒

素ガスが接続できるもので、高純度窒素ガスを 30 ～ 50ml/min の流速で 3 ～ 5 分間通気さ

せることができるもの。

図４ 検量線作成用T字管

(6) 試料採取装置：試料採取装置は、除湿管、捕集管、マスフローコントローラ、ポン

プ、ガスメータとを連結したものから成り、その例を図５に示す。

試料採取装置に使用する器具類は十分に洗浄して汚染に注意する。試料採取に当たって

装置を組み立てた後、漏れのないことを確認する。(注 12)

図５ 試料採取装置
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a) 捕集管：内径 3 ～ 4mm 程度のガラス管に測定対象物質を吸着・保持し、且つ加熱

による脱着が十分に行うことができる粒径 60 ～ 80 メッシュの吸着剤を充てんし、両端を

石英ウールで押さえたもの、または測定対象物質に対して十分な捕集能力を有するもの。

(注 13)
b)調整：加熱炉に捕集管を装着し、高純度窒素等を毎分 50ml 程度に流して捕集管内の

空気を十分置換した後、高純度窒素等を流したまま 300 ℃程度で２時間以上空焼き洗浄し

冷却後、両端を密栓する。調製した捕集管は活性炭入り密閉できるガラスまたは金属管に

保存する。なるべく使用直前に調製する。両端を溶封したものは、長期間の保存が可能で

ある。(注14)

2) 除湿管：捕集管と雨よけを接続できるようにしたガラス管に過塩素酸マグネシウム

を約 15 ｇ充てんし、両端を石英ウールで押さえたもの。両端を密栓し、使用時まで活性
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3) マスフローコントローラー：流量を 10 ～ 500ml/min の範囲で制御でき、設定流量

ポンプ ガスメーター

マスフロー
コントローラー

捕集管除湿管

ポンプ ガスメーター

マスフロー
コントローラー

捕集管除湿管

吸着剤

捕集管

ガスタイトシリンジ
又はマイクロシリンジ

注入口
（セプタム）



- 28 -

に対して± 10 ％以内の制御精度を有するもの。または、これと同等以上の性能を有する

もの。

4) ポンプ：ダイヤフラム型等の密閉式のポンプで捕集管をつけた状態で 10 ～

500ml/min の捕集流量が確保できるもの。または、これと同等以上の性能を有するもの。

5) ガスメータ：湿式型のもの、またはこれと同等の能力のあるもので、積算測定が可

能であり、マスフローコントローラの流量制御範囲で精度よく作動する性能を有するもの。

（7）試料導入装置

捕集管の加熱部と、トラップ管及びクライオフォーカスの再捕集部の冷却・加熱部、ま

たはそのどちらかが組み込まれたもので、その例は図６のようである。(注 15)
捕集管が試料導入装置に装着されると流路と接続され、捕集管を加熱して、脱着する測

定対象物質を再捕集部に濃縮した後、再捕集部を加熱して濃縮した対象物質を GC/MS に

直結して導入できる装置であり、キャピラリーカラムの前段に内径 0.5mm 程度の中空細

管、または内径 2mm 以下の細管に適当な吸着剤等を充填したものを取り付け、この部分

を液体窒素等で-100 ℃以下に温度制御でき、かつ 80 ℃以上に急速加熱できるもの、また

は、これと同等以上の性能を有するもの。(注 16)さらに、捕集管及び、または再捕集部

の後にスプリットができる装置を備えたもの。

1)トラップ部：トラップ管とその加熱部からなるもの。

(a)トラップ管：捕集管と連結され、捕集管から脱着してきた測定対象物質をトラップ

するもので、常温から-20 ～-100 ℃程度に冷却できるもの。(注 17)
(b)加熱部：80 ℃/min で加熱でき、かつ脱着流速が 30 ～ 50ml/min 確保できるもの。

2)クライオフォーカス部：クライオフォーカスとその加熱部からなるもの。

(a)クライオフォーカス装置：キャピラリーカラムの直前で冷却して測定対象物質をク

ライオフォーカスできるもの。

(b)加熱部：250 ℃/min で加熱でき、スプリットが可能な流速が確保されること。
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図６ 試料導入装置の例

(8) ガスクロマトグラフー質量分析計（GC/MS）

1)GC/MS装置
a) 試料注入口：スプリット/スプリットレス注入が可能なもの。

b) カラム恒温槽：恒温槽の温度制御範囲が 35 ～ 300 ℃であり、測定対象物質の最適

分離条件に温度制御できるような昇温プログラムが可能なもの。

c) 分離管：内径 0.25 ～ 0.32mm、長さ 25 ～ 60m の溶融シリカ製のものであって、内

面にメチルシリコンまたは 5%フェニルメチルシリコンを 0.5 ～ 1.5µm の膜厚で被覆した

キャピラリーカラム、またはこれと同等の分離性能を有するもの。

d) インターフェース部：温度を 200 ～ 300 ℃程度に保つことができるもの。

e) イオン源：温度を 160 ～ 300 ℃に保つことができ、イオン化電圧は 70eV 程度のも

の。

f) 検出器（ＭＳ）：ＥＩ法が可能で、ＳＩＭ又は Scan 検出法が可能なもの。

g) キャリヤーガス：ヘリウム（純度 99.999vol ％以上）。１ ml/min
h) 測定質量数：各測定対象物質の測定用質量数は表１による。

吸着管 トラップ管 ｸﾗｲｵﾌｫｰｶｽ カラム

ヒーター

操作①　　　　　　　加熱　　　　　　　　　　冷却（常温）　　　　　　　　　　　－　
　②　 　　　　　 　－　 　　　　　　 　　　　　 加熱　　  　　　　　　　　　　冷却
③　 　　　　　 　－　　　　　　　　　　　 　　　－　　　　　　　　　　　　　加熱

操作①　　　　　　　加熱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　冷却
③　 　　　　　 　－　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　　　　　　加熱

操作①　　　　　　　加熱　　　　　　　　　　冷却（常温）　
　②　 　　　　　 　－　 　　　　　　 　　　　　 加熱　　   

①

①排気

② ③

②排気

③

① ②

①排気

②

②

① ②

①排気

装置例

A

B

C
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表１ 各測定対象物質の測定用質量数

測定対象物質 測定質量数

トルエン 91，92
o-、p-、m-キシレン 91，106
p-ジクロロベンゼン 146，148，111

トルエン d-8 99, 100

2) GC/MSの分析条件の設定と機器の調整

GC/MS の分析条件の例を以下に示す。これを参考にして適宜設定する。分離及び定量

が十分であればこの限りではない。(注 18)
（10 ℃／ min）

カラム温度 ：40 ℃（１分間保持）－－－－－→ 200 ℃

注入口温度 ：200 ℃

試料注入法 ：スプリット（スプリット比 1：20 ～ 1：100）
ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ温度：220 ℃

イオン源温度：200 ℃

＊ＭＳに質量校正用標準物質（PFTBA または PFK）を導入し、質量校正用プログラムに

より、マスパターン、分解能｛質量数（m/z）＝ 18 ～ 300 程度の範囲で 1 質量単位（amu）
以上｝等を測定目的に応じて所定の値に校正する。質量校正結果は測定結果と共に保存す

る。

３．２．４．試料採取および試験液の調製

(1) 試料採取

試料採取に際しては、室内 2 カ所、外気 1 カ所を各 2 試料づつ、計 6 試料を採取する。

また、トラベルブランクとして捕集管を密栓したまま状態で試料採取とを試料採取時の操

作と同様に持ち運ぶ。

1) 室内空気の採取

(a)新築住宅における試料の採取（概ね30分間採取）：試料採取装置を用いて、概ね 30
分間、採取量が 1 ～ 5L になるように流量を設定して採取する。捕集管はアルミ箔等で遮

光し、試料採取後、捕集管の両端を密栓し、活性炭入り保存缶に入れて分析時まで保存す

る。(注 19)(注 20)
(b)居住住宅における試料の採取（24時間採取）：試料採取装置を用い 24 時間、採取量

が 5 ～ 20L になるように流量を設定して採取する。捕集管はアルミ箔等で遮光し、試料

採取後、捕集管の両端を密栓し、活性炭入り保存缶に入れて分析時まで保存する。(注 19)
(注 20)

2) ２重測定用の捕集管：試料は室内の 2 カ所及び室外 1 カ所でそれぞれ２回ずつ採取

する。同時に２重測定(n=2)の意味を持たせる。２重測定のための試料採取は、一住宅の
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室内試料採取において一試料もしくは一連の試料採取において試料数の 10 ％程度の頻度

で行う。

3) トラベルブランク：トラベルブランク試験用として未使用の密栓した捕集管を用い、

試料採取操作を除いて、室内空気の試料採取用の捕集管と同様に持ち運び、取り扱う。溶

封した捕集管では試料の採取時に開封後、密栓して分析時まで同様に保存する。この操作

は、一住宅の室内試料採取において一試料もしくは一連の試料採取において試料数の 10
％程度の頻度で実施する。(注 21)
(2) 試験捕集管の調製

1) 試料空気捕集管の調製：図 4 の例に示すように、試料を採取した捕集管に検量線作

成用 T 字管及び高純度窒素ガスを連結し、毎分 10 ～ 30ml 程度の高純度窒素等を流しな

がら、内標準ガス（0.1µg/ml）の 0 ～ 10ml（要記録）をガスタイトシリンジを用いて流路

中に注入して捕集管に吸着させるか、または内標準溶液をマイクロシリンジで注入して捕

集管に吸着させる。

2) 操作ブランク試験捕集管の調製：試料空気用の捕集管と同一ロットの捕集管につい

て 1)と同様の操作を一連の操作の中で一回以上行い、操作ブランク試験捕集管を調製す

る。(注 22)
3) トラベルブランク試験捕集管の調製：トラベルブランク試験用の捕集管について

は、内標準ガスまたは内標準液の添加の操作を省いて、そのままトラベルブランク試験捕

集管とする。(注 23)
4) ２重測定用試験液の調製：２重測定用の捕集管について 1)の操作を行い、２重測

定用試験液を調製する。

３．２．５．試験操作

(1)測定

1) 試料空気の試験

(a) 測定：３．２．４の(2)の 1)で調製した捕集管を試料導入装置に装着し、GC/MSを操

作させる。

(b) 対象化学物質の確認：３．２．３の(8)の 1)の h)で設定した各測定対象物質の定量

用質量数および確認用質量数によるクロマトグラムを記録し、両者の強度比を求める。(注

24)
(c) 定量：検出された各測定対象物質の定量用質量数および内標準物質のピーク面積ま

たはピーク高さを求め、そのピーク面積またはピーク高さの比から、あらかじめ(2)によ

り作成した検量線を用いて、注入した試料液中の各測定対象物質の重量（As：ng）を求

める。（注 25）
2) 操作ブランク試験：３．２．４の(2)の 2)で調製した操作ブランク試験捕集管を試

料導入装置に装着し、1)の操作を行って各測定対象物質の操作ブランク値を求める（注26）。

3) トラベルブランク試験：３．２．４の(2)の 3)で調整したトラベルブランク試験捕

集管について(1)の操作を行い、注入した試験液中の各測定対象物質の重量を測定する。

本試験は３試料以上を測定し、平均値をトラベルブランク値（Ａｔ：ng）とする。(注 27)
4) GC/MS装置の感度試験：混合標準濃度系列の中から中間程度の濃度のものを選び、
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(1)の操作を行って感度の変動を確認する。この確認は１日に１回以上行う。(注 28)
5) ２重測定：３．２．４の(2)の 4)で調製した２重測定用試験液について(1)の操作

を行って、各測定対象物質の重量を測定する。(注 29)
(2) 検量線の作成

1) 混合標準捕集管系列の調製

a) 混合標準ガスを用いる場合：混合標準ガスを用いる場合は図 4 の例に示すよう

に、検量線作成用 T 字管に高純度窒素ガス及び捕集管を連結し、毎分 10 ～ 30ml 程度の

高純度窒素等を流しながら、混合標準ガス（0.1µg/ml）の 0 ～ 10ml をガスタイトシリン

ジを用いて経路内に注入し捕集管に吸着させる。同様の操作を、混合標準ガス量を変えて

0.1 ～１ µg/ml の範囲で 5 段階程度の混合標準捕集管系列を調製する。（注４）

b) 混合標準溶液の場合：３．２．２の(5)または(6)の標準溶液を用いる場合は、

図 4 の例に示すように、検量線作成用 T 字管に高純度窒素ガス及び捕集管を連結し、高

純度窒素ガスを 20 ～ 50ml/min の流速で流しながら標準溶液の 1 ～ 10µl を段階的に採り、

捕集管の間近にマイクロシリンジを用いて注入し、さらに数分間通気して標準物質捕集管

を調製する。同様の操作を数本について行い、混合標準捕集管系列を調製する。（注４）

2)測定：
(a) 測定：1)で調製した混合標準捕集管系列を試料導入装置に装着し、GC/MSを操作さ

せる。３．２．３の(8)の1)のh)で設定した各測定対象物質の定量用質量数および確認用

質量数各のクロマトグラムを記録する。

(b) 測定対象物質の確認：1)で調製した検量線用混合標準捕集管系列の中から各測定対

象物質の GC/MS への注入量が検量線の中間程度のものを選び、各測定対象物質毎に定量

用質量数および確認用質量数のピーク面積またはピーク高さを用いて強度比を算出する。

(c) 測定対象物質の検量線作成用質量数の決定：混合標準捕集管系列毎に各測定対象物

質の定量用質量数および確認用質量数の強度比を求め、(b)で求めた各測定対象物質毎の

強度比と一致することを確認する。(注 30)
(d) 検量線の作成：各測定対象物質の定量用質量数と内標準物質のピーク面積またはピ

ーク高さの比を求め、そのピーク面積またはピーク高さの比と各測定対象物質の重量とに

より検量線を作成する。

３．２．６．検出下限値、定量下限値の測定

検量線作成時の最低濃度（定量下限値付近）の混合標準濃度系列について、３．２．５

の(1)の 1)操作を行って測定値(A：ng)を求め、（As-At）に A を代入して、３．２．７の

濃度の算出式より空気濃度を算出する。（但し、Ｖ=144l、t=20 ℃、P=101.3kPa とする）５

試料以上を測定して求めた標準偏差（ｓ）から次式により、各測定対象物質の検出下限値

及び定量下限値を算出する。ただし、操作ブランク値のある物質では操作ブランク値を測

定し、混合標準濃度系列と操作ブランク値のうち、大きい方の標準偏差を用いて計算する。

(注 31)
この測定は機器の分析条件を設定した場合など必要に応じて必ず１回以上行う。

検出下限値 = 3s (mg/m3)

定量下限値 = 10s (mg/m3)
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目標定量下限値はカイドライン値の 1/10 とする。

３．２．７．濃度の算出

３．２．５の(1)で得られた結果から次式を用いて空気中の各測定対象物質の濃度を算

出する。

（Ａｓ－Ａｔ）× 1000
Ｃ =

V × 293/(273+t) × P/101.3

Ｃ：20 ℃における空気中の各測定対象物質の濃度 (mg/m3
)

Ａｓ：GC/MS に注入した試料中の各測定対象物質の重量(ng)
Ａｔ：各測定対象物質のトラベルブランク値(ng)

操作ブランク値と同等と見なせる場合は操作ブランク値を用いる。

Ｖ：ガスメータで測定した捕集量(�)

ｔ： 試料採取時の平均の気温（℃）。湿式型積算流量計を使用している

ときには、積算流量計の平均水温（℃）

Ｐ： 試料採取時の平均大気圧(kPa)。湿式型積算流量計の場合には

(P-Pw)を用いる。

ここで、Pw は試料採取時の平均気温 t での飽和水蒸気圧(kPa)

測定結果については個々の値と各採取場所における平均値をそれぞれ記載する。
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注 1：居住住宅においては、ここで述べられた方法と同様の信頼性が確保できる場合には

拡散吸着法によって試料空気を採取してもよい。ただし、新築においては、この方

法による試料採取では測定が困難である。質量分析計がない場合には、精度が保証

されているならば検出器として水素炎イオン化検出器(FID)、電子捕獲型検出器(EC

D)等を用いることも可能である。

注 2：捕集されたＶＯＣｓのほとんどが測定可能である。通常、捕集物の全量がカラムに

導入されるため、濃度が高い物質では測定に際して内径の小さいカラムでは過負荷

になり、検量腺の範囲をはずれる恐れもあるので注意する。

注 3：本法はISO16017に対応する。

注 4：試料採取量、濃縮操作及びGC/MSの条件等によって測定感度は異なるので、ここ

に示した濃度を目安に適宜変えてもよい。

注 5：市販の標準原液は、精度保証されているものが望ましい。

注 6：FID等を用いて測定する場合は、保持時間等を個々の標準溶液を用いて確認する。

注 7：精製空気を使用してもよい。有機化合物を含有しないことが重要であり、測定対象

以外の物質については全炭化水素で0.01ppm以下、一酸化炭素0.05ppm以下、二酸化

炭素0.3ppm以下、水分濃度2ppm以下（露点-70℃以下）で純度99.999％以上のもの

が望ましい。

注 8：標準原ガスの調製濃度（１ µg/ml）は大体の目安であり、物質の感度や大気濃度を

考慮して物質毎に変えても良い。

注 9：市販のボンベ入り標準ガスは、精度保証されたものが望ましい。p-ジクロロベンゼ

ンの標準ガスは市販されていない可能性がある。市販の標準ガス濃度はppm（µl/l）
表示であるので、重量／体積濃度（µg/l）への換算は、273M／｛22.4（273＋ｔ）｝

（Ｍは分子量、ｔは気温）を乗じる。また、測定対象物質が重量濃度のガスの場合

の容積の換算は、測定対象物質100mgに相当する採取容積(ml)は、＝100×22.4(273

＋ｔ)／273Ｍ（Ｍは分子量、ｔは気温）をガスタイトシリンジを用いて分取する。

標準物質が重量濃度の標準液の場合の液体容量は、ｖ(µl)＝100／ρ（ρは比重又

は密度）をマイクロシリンジを用いて分取する。

注10：ここで作製する標準原ガスは標準物質単独ばかりでなく、複数（トルエン、o-,p-,

m-キシレン、p-ジクロロベンゼン）のそれぞれの100mgを一つの真空瓶に入れて混

合標準原ガスとしてもよい。

注11：市販の内標準ガスを用いてもよい。

注12：バラツキが大きいのでマニホールドを使用すると良い。

注13：以下のような市販品の組み合わせがある。

Tenax GR＋Carbopack B
Carbopack B＋Carbosive SⅢ or Carboxen 1000
Carbopack C+Carbopack B or Carboxen 1000
Tenax TA

注14：合成樹脂などを焼成することにより製造された活性炭であるが、新しく調整または
購入した捕集管は十分空焼きした後、同一の洗浄ロットから少なくとも10％以上の

割合でブランク値の測定を行い、目的定量下限値よりも十分低い値であることを確

認する。なお、300℃を超える温度で長時間空焼きすると炭素の酸化が進み、カー
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ボンモレキュラシーブの性能が変化することがあるので注意する。

注15：試料導入装置には複数のタイプがあり、それぞれに最適条件を設定する。第１は、

捕集管が試料導入装置に装着されると流路が確保され、加熱して脱着してトラップ

管にいったん再捕集後、さらにトラップ管を加熱してクライオフォーカスに捕集し、

さらに加熱してキャピラリーカラムに導入する方式である。第２には、捕集管が試

料導入装置に装着されると流路が確保され、加熱して脱着してトラップ管またはク

ライオフォーカスに再捕集した後、いずれかを加熱してキャピラリーカラムに導入

する方式である。

注16：ガラス製または溶融シリカ製の中空管または吸着剤を充填したトラップ管では冷却

を要しない装置もある。また、トラップ管の冷却、加熱条件等は導入装置毎に決定

する必要がある。市販の装置ではこれらの条件は提示されている場合が多い。

注17：トラップ管には石英等の不活性物質を詰めることもあるが、吸着剤を充てんする場

合もある。その充てん剤は温度（-20℃程度の低温）でも破過を起こすことがある

ので注意する必要がある。

注18：測定対象物質の分離と定量のカラム温度の設定は、できる限り短時間で終了できる

ような条件を設定してもよいが、検証試験で確認する。なお、m-,p-キシレンは分

離しなくても良い。p-ジクロロベンゼンが溶出したら急激に恒温槽を加熱して測定

対象外の物質を排除してもよい。

注19：吸引側及び空気取り入れ側を明確にしておく。

注20：湿度が高い場合は除湿管を使用してもよい。

注21：室外で塗装工事等が行われて室内より室外での化学物質濃度が高いと考えられる場

合は、トラベルブランクは室外で行う。

注22：分析環境から試験操作過程で汚染されることがあるので、操作ブランクを一連の測

定操作の中で少なくとも一回以上実施する。

注23：空気試料の測定に際して、その準備－機器の運搬－試料採取－持ち帰り－前処理－

測定の過程で化学物質で汚染された空気で捕集管が暴露する可能性があるので試料

採取時の記録を参考にして試験の頻度を考慮する。

注24：定量用質量数のピークに対する他イオンからの影響を判断するために行う操作であ

り、強度比が検量線作成時と大きくかけはなれている場合は、まず、装置の性能を

確認するために再度標準試料を測定して強度比を算出する。その強度比が90～110

％の範囲内であれば、測定済み試料のクロマトグラムのベースライン等を再検討し

たり、かけ離れた原因をチェックして再分析を行い、その強度比が検量線作成時と

大きくかけはなれないことを確認する。

注25：室内空気中の各対象化合物の濃度は範囲が広いことが予想されるため、定量上限を

明確に把握しておくことが必要である。試料空気の測定値が作成した検量線の直線

範囲からはずれている場合は、分析の諸条件を検討したうえで検量線を作成し直し、

再度測定する。

注26：この操作は試料測定に先立って行い、操作ブランク値を大気濃度に換算した値が、

目標定量下限値を超える場合には、再洗浄や機器の調製を行った後、再度測定し、

操作ブランク値を十分低減してから試験液を測定する。
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注27：測定対象物質のトラベルブランク値が操作ブランク値と同等（等しいか小さい）と

みなせる場合には移送中の汚染は無視できるものとして試料の測定値から操作ブラ

ンク値を差し引いて濃度を計算する。移送中の汚染がある場合には、３試料以上の

トラベルブランク値を測定した時の標準偏差（ｓ）から求めた定量下限値(10ｓ：

大気濃度への換算値）が目標定量下限値以下の場合、およびトラベルブランク値に

よる定量下限値が目標定量下限値より大きくても試料の測定値が、トラベルブラン

ク値による定量下限値以上の場合には、試料の測定値からトラベルブランク値を差

し引いて濃度を計算する。

しかし、移送中に汚染があり、またトラベルブランク値による定量下限値が目標

定量下限値より大きく、しかも測定値がトラベルブランク値による定量下限値より

小さい場合は原則として欠測扱いとする。この場合には、汚染の原因を取り除いた

後、再度試料採取から行う。

注28：内標準物質の感度が検量線作成時の感度と大きく異ならないことを確認する。また、

内標準物質との相対感度が検量線作成時の相対感度に対して±20%以内の変動であ

ることを確認し、これを越えて感度が変動する場合には、その原因を取り除き、そ

れ以前の試料を再測定する。さらに、保持時間については、比較的短い間に変動（通

常、１日に保持時間が±５%以上、内標準物質との相対保持比が±２%以上）する場

合には、その原因を取り除き、それ以前の試料の再測定を行う。

注29：定量下限値以上の濃度の測定対象物質に対して、測定値平均とそれぞれの測定値の

間に±15%以上の開きがある場合は、原則として欠測扱いとして、その原因をチェ

ックし、再度試料採取を行う。

注30：測定対象物質のいずれかの強度比が(b)で算出した90～110％の範囲を超える場合

は、その濃度の混合標準濃度系列を再度測定する。

注31：測定対象物質のいずれかの定量下限値が目標下限値より大きい場合には、試薬、器

具、機器等をチェックして、目標定量下限値以下になるよう調整する。



- 37 -

３．３ 第３法 容器採取－ガスクロマトグラフ／質量分析法

３．３．１．測定方法の概要

ステンレス製の試料採取容器を用いて空気を一定流量で採取する。

ついで、その一定量の空気を加熱脱着装置に装着し、加熱脱着する測定対象物質をキャ

ピラリーカラムに導入して GC/MS により分離、定量する。

３．３．２．試薬

(1) 水：測定対象物質を含まないもの。(注1)

(2) メタノール：１ µl を GC/MS に注入したとき、測定対象物質および内標準物質のク

ロマトグラムに妨害を生じないもの。

(3) 過塩素酸マグネシウム：元素分析用（粒径 300 ～ 700µm）

(4) 標準物質：トルエン、o-、p-、m-キシレン及び p-ジクロロベンゼンは純度 98 ％以

上の JIS 規格試薬特級、またはこれと同等以上のもの。

(5) 標準原液（1000μg/ml）：各メスフラスコ 100ml に標準物質 100mg を精秤し、メタ

ノールを加えて 100ml とする。この溶液 1ml は各々の標準物質 1000µg を含む。(注 2)(注
3)
(6) 混合標準溶液（100μg/ml）：各標準原液のそれぞれの一定量（1ml）をメスフラス

コ（10ml）に入れ、メタノールを用いて 10 倍に希釈する。この溶液 1ml は各々の標準物

質 100µg を含む。(注 2)(注 3）
(7) 高純度窒素ガス：測定対象物質のクロマトグラムに妨害を生じないもの。(注4)

(8) 加湿高純度窒素ガス：高純度窒素ガスを水に通気して調整する。（25℃での相対湿

度は約60～70％）。または、あらかじめ減圧にした採取容器に高純度窒素ガスを流しなが

ら、シリンジで水（６L容器で約 100µl程度：加圧した時の 25 ℃での相対湿度として約50

％）を注入して調整する。(注5)

(9) 標準原ガス（１μg/ml）：(注6)

1) 標準原ガス：ボンベ入りの標準ガスを使用してもよい。流量比混合法もしくは容量

比混合法のいずれの加湿混合標準ガス作成法でもよい。(注 7)(注 8)(注 9)
2) 真空瓶による方法：ここで調製した標準原ガスは容量比混合法による加湿混合標準

ガスの作製に用いることができる。真空瓶(1 ㍑）を高純度窒素ガスで置換して大気圧に

戻し、これに、単独または混合で標準物質の 100mg を精秤して液体シリンジを用いて注

入口から注入し、真空瓶を 60 ℃以上に加熱して標準物質を気化、混合し、100µg/ml 標準

原ガスとする。100µg/ml 標準原ガス 10ml を高純度窒素で置換して大気圧に戻した別の真

空瓶の注入口から注入して 100 倍に希釈し、1µg/ml 標準原ガスを調整する。(注 2)(注 8)
(注 9）
(10) 加湿混合標準ガス（0～0.1ng／ml）：３．３．３(7)の1)の(a)のb)に従って充分

洗浄し汚染のないことが確認された採取容器を用い、標準原ガス（1µg/ml）を各測定対

象物質の定量範囲に応じて圧希釈、容量比混合、流量比混合等により加湿高純度窒素ガス

で希釈して０～0.1ng/mlの５段階程度の加湿混合標準ガスを調製する。加湿混合標準ガス
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は加圧（200kPa程度）で調製する。(注 2)(注8)

以下に示すいずれかの方法によって調整する。

1) 流量比混合法による方法：図１に示すような高純度窒素ガスにマスフローコントロ

ーラ、加湿器を接続、また、標準原ガスボンベにマスフローコントロラーを接続し、さら

にこれらを混合させて、その先に真空にした採取容器または真空瓶等で混合ガスを採取で

きるよう接続する。標準原ガス 1 に対して加湿高純度窒素ガスを一定の割合になるように

両方のマスコントローラで流量を調節して、真空にした採取容器または真空瓶に採取して

調製する。

図１ 流量比混合法による加湿高純度窒素ガスの調製

2) 容量比混合法による方法：a)又は b)による。

a) Ｔ字管法：図２に示すように高純度窒素ガスに加湿器を通した高純度窒素ガス流路

にバルブ、ガスタイトシリンジが注入できるガス希釈用 T 字管を接続させ、その先に真

空にした採取容器または真空瓶等に混合ガスが採取できるように接続する。流路内の空気

を高純度窒素ガスで置換した後、窒素ガスを止め、バルブを閉じる。ついで、採取容器の

栓を開け、ガス希釈用 T 字管からガスタイトシリンジを用いて複数の測定対象物質の標

準原ガスを所定量づつ真空にした採取容器に注入する。さらに、高純度窒素ガスを大気圧

まで加圧して混合標準ガスを調製する。（注 10)
b) 直接法：標準原ガスの一定量をガスタイトシリンジを用いて真空瓶に直接注入し、

さらに高純度窒素ガスで 10 ～ 200 倍程度まで希釈する。
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図２ 標準原ガスを用いた容量比混合法による加湿高純度窒素ガスの調製

(11) 内標準物質：内標準物質としてトルエン-d8(ρ=0.934）を用いる。(注 11)
(12) 内標準原液（1000μ g/ml）：トルエン-d8 の 100mg を精秤し、メタノール 100ml

に溶解する。(注 2)(注 11)
(13) 内標準溶液（100 μ g/ml）：内標準原液をメタノールで 10 倍に希釈する。この溶

液 1ml は内標準物質 100µg を含む。(注 2)(注 11)
(14)内標準原ガス：内標準物質または内標準原液(1mg/ml)の一定量（ 100µl ）を高純度窒素

で置換して大気圧に戻した別の真空瓶の注入口から注入して混合し、内標準原ガスを調整

する。または、内標準物質を真空瓶を用いて複数回希釈してもよい。このガス 1ml は各

標準物質 0.1µg を含む。(注 2)(注 12)

３．３．３．器具および装置

(1) 真空瓶：図３に示すような、1L のガラス製のものでバルブと注入口セプタムと一体

となったもので内容積が正確に計算されたもの。瓶の中に混合用テフロン粒を数個入れて

おく。高純度窒素ガスで置換して 60 ℃に加熱して 1 時間放置した後、真空にする。この

操作を数回繰り返した後、高純度窒素ガスで置換して保存する。使用にあたっては、新し

い高純度窒素ガスで置換した後、真空にして使用する。

図３ 真空瓶

(2) マイクロシリンジ：容量 1 ～ 10µl または 10 ～ 100µlが計りとれるもの。
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(3) ガスタイトシリンジ：容量 1 ～ 10ml もしくは 10 ～ 100mlが計りとれるもの。

(4) ガス希釈用 T 字管：ガスタイトシリンジ、注入口セプタム、加湿高純度窒素ガスお

よび採取容器流路が接続できるもの。接続の例を図４に示す。

図４

(5) ガスメータ：湿式型のもの、またはこれと同等の能力のあるもので、積算測定が可

能であり、マスフローコントローラの流量制御範囲で精度よく作動する性能を有するもの。

(6) 加湿器：高純度窒素ガスを水に通して加湿できるもの。

(7) 試料採取装置
1)試料採取装置の部品
(a) 採取容器と洗浄

a) 採取容器：内面を不活性化処理（電気研磨、酸化皮膜処理、シリカコーティング

等）したステンレス容器で、内容積が３Lから15L程度のもの、またはこれと同等以上の性

能を有するもの。(注13)

b) 採取容器の洗浄とリークチェック：採取容器は使用の都度、13pa（約0.1mmHg）

以下に減圧した後、加湿高純度窒素ガスを大気圧まで導入する操作を３回以上繰り返した

後（試料採取容器は100℃程度に加温しておく）、加湿ゼロガスを充てんして24時間放置

する。その一定量をGC/MSで分析して測定対象物質および内標準物質のクロマトグラムに

妨害を生じないことを確認する。その後、容器を13Pa（約0.1mmHg）以下に減圧して保管

する。使用前に圧力を確認しリークがないかを確かめる。

(b) マスフローコントローラー：流量を2～50ml/minの範囲で制御でき、差圧20kPa（約

150mmHg）以上における流量の制御精度は設定流量に対して±10％以内のもの。耐圧は300

kPa（約2200mmHg）程度、および大気圧下で13Pa（約0.1mmHg）以下の減圧に耐えること。

(注14)

(c) ポンプ：加圧採取時に使用するポンプで、その構造は、メタルベローズまたはメ

タルダイヤフラム型で漏れがなく、接ガス部の材質はステンレスまたは酸化皮膜処理した

アルミニウム、またはこれと同等以上の性能を有するもの。

(d) バルブ：全閉時の漏れがなく、構造はメタルベローズまたはメタルダイヤフラム

ガスタイトシリンジ
又はマイクロシリンジ

注入口
（セプタム）

高純度
窒素ガス
連結部

採取容器
連結部
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型で接ガス部の材質はステンレスまたは酸化被膜処理をしたアルミニウムで構成されてい

ること、またはこれと同等以上の性能を有するもの。耐圧は300kPa（約2200mmHg）程度で、

大気圧下で13Pa（約0.1mmHg）以下の減圧に耐えること。

(e) 除湿器：捕集管と雨よけを接続できるようにしたガラス管に、過塩素酸マグネシ

ウムを約 15 ｇ充てんし、両端を石英ウールで押さえたもの。両端を密栓し、使用時まで

活性炭入りの密閉容器に保存する。

(f) フィルター：ステンレス製でメッシュ・サイズが通常2µm 程度で7µm 以下のもの。

(g) 圧力計：ステンレス製で漏れがなく、-100kPa（約0.001mmHg）から300kPa（約220

0mmHg）程度の圧力範囲が表示できるもの。

2)試料採取装置の組み合わせ
(a) 減圧採取装置：フィルタ、マスフローコントローラ、バルブ、圧力計、試料採取

容器から構成され、圧力計により試料採取容器内部圧力が真空状態であることを確認する。

図５ 減圧採取装置

(b) 加圧採取装置：フィルタ、ポンプ、マスフローコントローラ、バルブ、圧力計、

試料採取容器から構成され、圧力計により試料採取容器内部圧力を確認する。採取時間を

自動で設定できる装置では、バルブをポンプの後に配置する。採取終了時の圧力は200kPa

（約1500mmHg）程度とする。また、マスフローコントローラは設定流量に対して±10％以

内で制御できる性能を有すること。

図６ 加圧採取装置

（7）試料導入装置
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濃縮部（捕集管）及びクライオフォーカスの冷却・加熱部が組み込まれたもので、その

例は図７のようで、その動作過程は以下のようである。(注 15)
採取容器が試料導入装置に装着し、装置を作動させると流路が接続され、常温または冷

却された濃縮部の捕集管に測定対象物質が濃縮される。ついで、濃縮部を加熱して対象物

質をキャピラリーカラム手前でクライオフォーカスする。続いて、クライオフォーカス部

が加熱されて対象化合物がキャピラリーカラムへ導入される。(注 16）
試料導入装置には複数のタイプがある。第１は、捕集管が試料導入装置に装着されると

流路が確保され、捕集管にいったん測定対象物質を捕集後、加熱してクライオフォーカス

に捕集し、さらにクライオフォーカス加熱してキャピラリーカラムに導入する方式である。

第２には、捕集管が試料導入装置に装着されると流路が確保され、捕集管またはクライオ

フォーカスに測定対象物質を捕集した後、いずれかを加熱してキャピラリーカラムに導入

する方式である。

図７ 試料導入装置の例

1) パージ用ガス：試料の濃縮、濃縮管からの追い出し、系内の洗浄に使用し、高純度

窒素ガスまたはヘリウムを用いる。

2) 濃縮部：吸着濃縮管による方法と低温濃縮法がある。

a)吸着による濃縮：吸着濃縮管を用い、脱着時にはこの吸着濃縮管を180℃以上に加

熱できるもの。ただし、加熱温度は使用する吸着剤によって異なる。

試料採取容器 捕集管 ｸﾗｲｵﾌｫｰｶｽ カラム

ヒーター

操作①　　　　　　　　　 0  ～ -160℃　　　　　　　　　－
　　　②　　　　 　　　　180 ～  300℃ 　　　 　　　 　　-180℃
　　　③　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　　　　　80～200℃

Tenax等

ｶﾞﾗｽ・石英ﾋﾞｰｽﾞ等

操作①　　　　　　　　-185～-160℃　 　　　　　　　　ー　
　　　②　　　　 　　　　　　210℃ 　　　　　 　　　  -185℃
　　　③　　　　　　　　　　  －　　　　　　　　　　　　210℃

②

①排気 ②排気

③

③

②

①排気 ②排気

③

③
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吸着濃縮管は、内径１～３mmのガラス管、ガラスライニングステンレス鋼管またはステ

ンレス管に、ポーラスポリマビーズやカーボン系吸着剤を単独または組み合わせて充てん

し、両端を不活性処理した石英ウールで押さえたもの。

b)低温による濃縮：低温濃縮管を用い、脱着時に低温濃縮管の温度を90℃以上に加熱

できるもの。低温濃縮管は、内径１～６mmのガラス管、ガラスライニングステンレス鋼管

またはステンレス鋼管に不活性処理したガラスビーズ（粒径 250 ～ 500µm）、石英ビーズ

（粒径 250 ～ 500µm）、石英ウールまたは不活性処理したけい藻土（粒径 250 ～ 500µm）

等充てんしたもの。(注17)

3) クライオフォーカス部：キャピラリーカラム導入用トラップ（以降トラップ管とい

う）で、キャピラリーカラムの前段に内径0.3～0.6mm程度の溶融シリカまたは不活性処理

したステンレス鋼中空間を取り付け、この部分を液体窒素等で-100℃以下に温度制御でき、

また80℃以上に急速加熱できるもの。この他、キャピラリーカラムの先端部分の一部また

はカラム恒温槽の温度を-50℃以下に冷却するものもある。(注18)

4) 除湿部：試料濃縮の前に試料中の水分を除去するものであり、水を選択的に透過す

る高分子膜を用いたもの、ドライパージ方式によるもの、パージ・トラップの原理により

水から選択的に揮発性物質を追い出せるもの、またはこれと同等以上の除湿能力のあるも

の。(注19)

(８) ガスクロマトグラフー質量分析計（GC/MS）

1)GC/MS装置
(a) 試料注入口：スプリット/スプリットレス注入が可能なもの。

(b) カラム恒温槽：恒温槽の温度制御範囲が 35 ～ 300 ℃であり、測定対象物質の最適

分離条件に温度制御できるような昇温プログラムが可能なもの。

(c) 分離管：内径 0.25 ～ 0.32mm、長さ 25 ～ 60m の溶融シリカ製のものであって、内

面にメチルシリコンまたは 5%フェニルメチルシリコンを 0.5 ～ 1.5µm の膜厚で被覆した

キャピラリーカラム、またはこれと同等の分離性能を有するもの。

(d) インターフェース部：温度を 200 ～ 300 ℃程度に保つことができるもの。

(e) イオン源：温度を 160 ～ 300 ℃に保つことができ、イオン化電圧は 70eV 程度のも

の。

(f) 検出器（ＭＳ）：ＥＩ法が可能で、ＳＩＭまたは Scan 検出法が可能なもの。

(g) キャリヤーガス：ヘリウム（純度 99.999vol ％以上）。１ ml/min
(h) 測定質量数：各測定対象物質の測定用質量数は表１による。

表１ 各測定対象物質の測定用質量数

測定対象物質 測定質量数

トルエン 91，92
o-、p-、m-キシレン 91，106
p-ジクロロベンゼン 146，148，111

トルエン d-8 99, 100
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2) GC/MSの分析条件の設定と機器の調整

GC/MS の分析条件の例を以下に示す。これを参考にして適宜設定する。分離及び定量

が十分であればこの限りではない。測定対象物質を検証試験で確認する。なお、m-、p-キ
シレンは分離しなくても良い。

（10 ℃／ min）
カラム温度 ：40 ℃（１分間保持）－－－－－→ 200 ℃

注入口温度 ：200 ℃

試料注入法 ：スプリット（スプリット比 1：20 ～ 1：100）
ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ温度：220 ℃

イオン源温度：200 ℃

＊ＭＳに質量校正用標準物質（PFTBA または PFK）を導入し、質量校正用プログラムに

より、マスパターン、分解能｛質量数（m/z）＝ 18 ～ 300 程度の範囲で 1 質量単位（amu）
以上｝等を測定目的に応じて所定の値に校正する。質量校正結果は測定結果と共に保存す

る。

３．３．４．試料採取及び試験容器の調製

(1) 試料採取

空気試料の採取は、室内では居間及び寝室の 2 カ所、ならびに室外 1 カ所についてそれ

ぞれ２回ずつ採取する。同時に２重採取(n=2)としての意味を持たせる。試料採取に際し

ては、トラベルブランクとして加湿高純度窒素ガスを減圧採取法では80kPa（約610mmHg）、

加圧採取法では200kPa（約1500mmHg）程度まで導入した容器を、試料採取操作を除いて試

料採取容器と同様に持ち運ぶ。減圧採取法では持ち運び後できるだけ速やかに加湿ゼロガ

スで200kPa（約1500mmHg）程度まで加圧する。

1) 室内空気の採取

(a)新築住宅における試料の採取（概ね30分間採取）：真空が確認された採取装置を用い

て所定の流量で 30 分間採取する。(注 20)
(b)居住住宅における試料の採取（24時間採取）：真空が確認された採取装置を用いて

所定の流量で 24 時間採取する。(注 21)
(2) 試料空気の採取方法

試料はあらかじめ減圧（13Pa(約0.1mmHg)以下）にした採取容器を用いて採取する。試

料採取には、機械式マスフローコントローラまたはサーマルマスフローコントローラを用

いて一定流量で試料を容器に採取する。採取後に大気圧の 80%（80kPa）になるように採

取を終了する減圧採取法と、加圧ポンプを用いて200kPa（約1500mmHg）程度まで採取する

加圧採取法がある。

1) 減圧採取

図５の試料採取装置を試料採取場所に設置する。ついで、居住住宅および新築住宅にお

ける試料の採取方法に従って流量を調節して所定の時間試料空気を採取する。採取後、バ
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ルブを閉じて試料採取を終了し、試料採取容器の先端部分を密栓する。試料採取開始時お

よび終了時の時間と試料採取容器内圧力（ｐ）を記録する。試料保存は加圧した状態で行

う必要があるため、減圧採取した試料は、できるだけ速やかに高純度窒素ガスで200kPa（約

1500mmHg）程度まで加圧する。試料加圧前圧力と試料加圧後圧力（Ｐ）を記録し、加圧に

よる希釈倍率（ｎ=Ｐ／ｐ）を算出する。

2) 加圧採取法

図６の試料採取装置を試料採取場所に設置してポンプを作動させる。ついで、居住住宅

および新築住宅における試料の採取方法に従って流速を設定して所定の時間試料空気を採

取する。所定の時間経過後にバルブを閉じ試料採取を終了し、試料採取容器の先端部分を

密栓する。試料採取開始時および終了時の時間と試料採取容器内圧力を記録しておく。

(3) トラベルブランク試験

加湿高純度窒素ガスを減圧採取法では80kPa（約610mmHg）、加圧採取法では200kPa（約

1500mmHg）程度まで導入した容器を、試料採取操作を除いて試料採取容器と同様に持ち運

ぶ。減圧採取法では持ち運びできるだけ速やかに加湿ゼロガスで200kPa（約1500mmHg）程

度まで加圧する。

この操作は、一住宅の室内試料採取において一試料もしくは一連の試料採取において試

料数の 10 ％程度の頻度で、少なくとも３試料以上について実施する。(注 22)

(4) 試験容器の調製

1) 試験容器の調製：捕集した試料容器に内標準ガスの一定量（100µg/ml）を加えたも

のを試験容器とする。

2) 操作ブランク試験容器の調製：ブランク試験容器について 1)と同様の操作を一連

の操作の中で一回以上行い、操作ブランク試験容器を調製する。(注 23)
3) トラベルブランク試験容器の調製：トラベルブランク試験用容器について 1)と同

様の操作を行い、トラベルブランク試験容器を調製する。

３．３．５試験操作

(1) 試料空気の測定
1)試料空気の試験

(a) 濃縮： 減圧採取法及び加圧採取法で採取した採取容器を試料導入装置に接続し、

試料空気を一定流量で濃縮部に濃縮させる。試料の濃縮量は、測定対象物質の濃度、機器

の感度及び指針値の 1/10 が十分測定できる程度を目安とする。

(b) クライオフォーカス：濃縮部を加熱してクライオフォーカス部に再濃縮する。さ

らに、クライオフォーカス部を加熱し、キャピラリーカラムに導入される。これら一連の

操作は、ほとんどの機器で自動的に実施される。

(c) 測定対象物質の確認： ３．３．３の(8)の 1)の h)で設定した各測定対象物質の定

量用質量数および確認用質量数によるクロマトグラムを記録し、両者の強度比を求める。

（注 24）
(d) 定量：検出された各測定対象物質の定量用質量数および内標準物質のピーク面積

またはピーク高さを求め、そのピーク面積またはピーク高さの比から、あらかじめ(2)に
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より作成した検量線を用いて、注入した試料液中の各測定対象物質の重量（As：ng）を

求める。（注 25）
2) 操作ブランク試験

３．３．４の(4)の 2)で調製した操作ブランク試験容器について、1)の操作を行って、

各測定対象物質の操作ブランク値を求める。(注 26)
3) トラベルブランク試験

３．３．４の(4)の 3)で調整したトラベルブランク試験液について 1)の操作を行い、注

入した試験液中の各測定対象物質の重量を測定する。本試験は３試料以上を測定し、平均

値をトラベルブランク値（Ａｔ：ng）とする。(注 27)
3) GC/MS装置の感度試験
混合標準濃度系列の中から中間程度の濃度のものを選び、1)の操作を行って感度の変動

を確認する。この確認は１日に１回以上行う。(注 28)
4) ２重測定

３．３．４の(4)の 1)で調製した試験容器について再度 1)の操作を行って、各測定対象

物質の重量を測定する。(注 29)
(2) 検量線の作成

1) 混合標準濃度系列容器の調製

図１または２に示す加湿混合標準ガスの調製にならって加湿高純度窒素ガスと標準原ガ

スとを混合し、これを真空にした採取容器に採取する。ついで、内標準原ガスを注入し、

さらに加湿高純度窒素ガスで加圧して 200kPa とする。標準源ガスの希釈率を変えた同様

の操作によって 5 段階程度の混合標準濃度系列を調製する。(注 30)
2) 1)で調製した混合標準濃度系列容器を試料導入装置に接続し、加湿混合標準ガスを

一定流量で流し濃縮部に濃縮させる。濃縮部を加熱してクライオフォーカス部に再濃縮さ

せ、今度は、クライオフォーカス部を加熱して試料をキャピラリーカラムに導入する。こ

れら一連の操作は、ほとんどの機器で自動的に実施される。３．３．３の(8)の 1)の h)で
設定した各測定対象物質の定量用質量数および確認用質量数による各測定対象物質のクロ

マトグラムを記録する。

3) 2)で測定した検量線用混合標準濃度系列の中から各測定対象物質の GC/MS への注

入量が検量線の中間程度のものを選び、各測定対象物質毎に定量用質量数および確認用質

量数のピーク面積またはピーク高さを用いて強度比を算出する。

4) 混合標準濃度系列毎に各測定対象物質の定量用質量数および確認用質量数の強度比

を求め、3)で求めた各測定対象物質毎の強度比と一致することを確認する。(注 31)
5) 各測定対象物質の定量用質量数と内標準物質のピーク面積またはピーク高さの比を

求め、そのピーク面積またはピーク高さの比と各測定対象物質の重量とにより検量線を作

成する。

３．３．６ 検出下限値、定量下限値の測定

検量線作成時の最低濃度（定量下限値付近）の混合標準濃度系列について、３．３．５

の(1)の操作を行って測定値(A : ng)を求め、（As-At）に A を代入して、３．３．７の濃

度の算出式より大気濃度を算出する。（但し、Ｖ=144l、t=20 ℃、P=101.3kPa とする）５試
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料以上を測定して求めた標準偏差（ｓ）から次式により、各測定対象物質の検出下限値及

び定量下限値を算出する。ただし、操作ブランク値のある物質では操作ブランク値を測定

し、混合標準濃度系列と操作ブランク値のうち、大きい方の標準偏差を用いて計算する。

(注 32)
この測定は機器の分析条件を設定した場合など必要に応じて必ず１回以上行う。

検出下限値 = 3s (mg/m3
)

定量下限値 = 10s (mg/m3)

目標定量下限値はガイドライン値の 1/10 とする。

３．３．７ 濃度の算出

３．３．５の(1)で得られた結果から次式を用いて空気中の各測定対象物質の濃度を算

出する。

（Ａｓ－Ａｔ）× 1000
Ｃ =

V × 293/(273+t) × P/101.3

Ｃ：20 ℃における大気中の各測定対象物質の濃度 (mg/m3
)

Ａｓ：GC/MS に注入した試料中の各測定対象物質の重量(ng)
Ａｔ：各測定対象物質のトラベルブランク値(ng)

操作ブランク値と同等と見なせる場合は操作ブランク値を用いる。

Ｖ：GC/MS への注入ガス量(�)

ｔ：試料採取時の平均の気温（℃）。湿式型積算流量計を使用している

ときには、積算流量計の平均水温（℃）

Ｐ： 試料採取時の平均大気圧(kPa)。湿式型積算流量計の場合には

(P-Pw)を用いる。

ここで、Pw は試料採取時の平均気温 t での飽和水蒸気圧(kPa)
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注 1：測定対象物質の確認には、水を高純度窒素ガスで通気したガスを採取容器に採取し、

これをGC/MSで確認する。市販のミネラルウォーターの中には揮発性物質が極めて

少ないものがあるので、確認した上で使用することができる。ただし、塩類が含ま

れており配管や採取容器の内部に塩類が析出することがあるので注意する。

注 2：試料採取量、濃縮操作及びGC/MSの条件等によって測定感度は異なるので、ここ

に示した濃度を目安に適宜変えてもよい。

注 3：標準原液の調製で、標準物質の採取量とメスフラスコの全量は、秤取る比が同じで

あれば、ここに規定した通りでなくてもよい。市販の標準溶液を用いてもよいが、

精度保証されているものが望ましい。

注 4：濃度が目標定量下限値より低い値である高純度窒素を使用する。使用に際して測定

対象物質の濃度を確認する。精製空気を使用してもよい。有機化合物を含有しない

ことが重要であり、測定対象物質以外については全炭化水素で0.01ppm以下、一酸

化炭素0.05ppm以下、二酸化炭素0.3ppm以下、水分濃度2ppm以下（露点-70℃以下）

で純度99.999％以上のものが望ましい。

注 5：加湿高純度窒素ガスは、真空瓶または採取容器に標準原ガスや検量線用標準ガス列

を作成するときに用いる。通気あるいは水注入のいずれの操作においても汚染に注

意する。

注 6：標準原ガスの調製濃度（1µg/ml）は大体の目安であり、物質の感度や大気濃度を考

慮して物質毎に変えても良い。

注 7：市販のボンベ入り標準ガスは、精度保証されたものが望ましい。p-ジクロロベンゼ

ンについては標準ガスが入手不可能な場合がある。

注 8：ここで作製する標準原ガスは標準物質単独ばかりでなく、複数（トルエン、o-,p-,

m-キシレン、p-ジクロロベンゼン）のそれぞれの100mgを一つの真空瓶に入れて混

合標準原ガスとしてもよい。

注 9：重量濃度で表示された市販の標準原ガスの場合における容積の換算は、測定対象物

質100mgに相当する採取容積ｖ（ml)＝100×22.4(273＋ｔ)／273Ｍ（Ｍは分子量、

ｔは気温）をガスタイトシリンジを用いて分取する。重量濃度で表示された市販の

標準原液の場合における液体容量の換算は、測定対象物質100mgに相当する採取容

積ｖ(µl)＝100／ρ（ρは比重又は密度）をマイクロシリンジを用いて分取する。

また、市販の標準ガス濃度はppm（µl/l）表示であるので、重量／体積濃度（µg/l）
への換算は、273M／｛22.4（273＋ｔ）｝（Ｍは分子量、ｔは気温）を乗じる。

注10：圧希釈は、容量比混合の一つで、容器内の圧力を計測し、圧力の増加分から希釈倍

率を計算する。容器で調製した加湿ゼロガスで希釈する時には、希釈より相対湿

度が低くなるおそれがあるので注意する。

注11：内標準物質として、フルオロベンゼン（ρ=1.024）、クロロベンゼン-d5（ρ=1.15

7）等を用いてもよい。また、ρは比重（20℃：４℃の水に対して）である。

注12：真空瓶の代わりに採取容器を用いてもよい。

注13：回収率と保存性が確認されたもの。漏れがなく、容器は300kPa（約2200mmHg）程度

の加圧および大気圧下で13Pa（約0.1mmHg）以下の減圧に耐えること。
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注14：漏れがなく、接ガス部の材質はステンレスまたは酸化皮膜処理をしたアルミニウム

で構成されていること、またはこれと同等以上の性能を有するもの。また、マスフ

ローコントローラは設定流量に対して±10％以内で制御できる性能を有すること。

注15：ガラス製または溶融シリカ製の中空管または吸着剤を充填した捕集管では冷却を要

しない装置もある。また、トラップ管の冷却、加熱条件等は導入装置毎に決定する

必要がある。市販の装置ではこれらの条件は提示されている場合が多い。

注16：キャピラリーカラムの前段に内径0.5mm程度の中空細管、または内径2mm以下の細管

に適当な吸着剤等を充填したものを取り付け、この部分を液体窒素等で-100℃以下

に温度制御でき、かつ80℃以上に急速加熱できるもの、または、これと同等以上の

性能を有するもの。さらに、捕集管及び、または再捕集部の後にスプリットができ

る装置を備えたもの。

注17：濃縮部で、低温濃縮に用いる冷媒には液体窒素（bp：-196℃）、液体酸素（bp：-1

83℃）等があるが、液体窒素では試料中の酸素の凝縮が起き、流路を閉塞すること

がある。また、低温濃縮時に、水分や二酸化炭素等により、流路の閉塞が生じるこ

とがあるので、流路が閉塞していないことを確認する。

注18：捕集管では冷却時に、水分、二酸化炭素による流路の閉塞が生じることがあるので

注意する。また、トラップ管の冷却、加熱条件などは導入装置ごとに決定する必要

がある。市販の装置ではこれらの条件は提示されている場合が多い。

注19：試料採取容器から試料導入装置に注入された空気中には水分が含まれているので、

クライオフォーカス部に凝結することがある。このため、種々の方式によって除湿

装置やシステムが装着されている。しかし、除湿装置やシステムが装着されていて

も試料空気の状況によってはキャピラリーカラム導入前に凝縮することがあるので

注意する。

注20：容積が6Lの採取容器を用いて減圧採取を行う場合の採取流量は100～150ml/minであ

る。また、加圧採取を行う場合の採取流量は270～400ml/minである。

注21：容積が6Lの採取容器を用いて減圧採取を行う場合の採取流量は約3ml/minである。

また、加圧採取を行う場合の採取流量は約8ml/minである。

注22：室外で塗装工事等が行われて室内より室外での化学物質濃度が高いと考えられる場

合は、トラベルブランクは室外で行う。

注23：分析環境から試験操作過程で汚染されることがあるので、操作ブランクを一連の測

定操作の中で少なくとも一回以上実施する。

注24：定量用質量数のピークに対する他イオンからの影響を判断するために行う操作であ

り、強度比が検量線作成時と大きくかけはなれている場合は、まず、装置の性能を

確認するために再度標準試料を測定して強度比を算出する。その強度比が90～110

％の範囲内であれば、測定済み試料のクロマトグラムのベースライン等を再検討し

たり、かけ離れた原因をチェックして再分析を行い、その強度比が検量線作成時と

大きくかけはなれないことを確認する。

注25：室内空気中の各対象化合物の濃度は範囲が広いことが予想されるため、定量上限を

明確に把握しておくことが必要である。試料空気の測定値が作成した検量線の直線

範囲からはずれている場合は、分析の諸条件を検討したうえで検量線を作成し直し、
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再度測定する。

注26：この操作は試料測定に先立って行い、操作ブランク値を大気濃度に換算した値が、

目標定量下限値を超える場合には、再洗浄や機器の調製を行った後、再度測定し、

操作ブランク値を十分低減してから試験液を測定する。

注27：測定対象物質のトラベルブランク値が操作ブランク値と同等（等しいか小さい）と

みなせる場合には移送中の汚染は無視できるものとして試料の測定値から操作ブラ

ンク値を差し引いて濃度を計算する。移送中の汚染がある場合には、３試料以上の

トラベルブランク値を測定した時の標準偏差（ｓ）から求めた定量下限値(10ｓ：

大気濃度への換算値）が目標定量下限値以下の場合、およびトラベルブランク値に

よる定量下限値が目標定量下限値より大きくても試料の測定値が、トラベルブラン

ク値による定量下限値以上の場合には、試料の測定値からトラベルブランク値を差

し引いて濃度を計算する。

しかし、移送中に汚染があり、またトラベルブランク値による定量下限値が目標定

量下限値より大きく、しかも試料の測定値がトラベルブランク値による定量下限値

より小さい場合は原則として欠測扱いとする。この場合には、汚染の原因を取り除

いた後、再度試料採取から行う。

注28：内標準物質の感度が検量線作成時の感度と大きく異ならないことを確認する。また、

内標準物質との相対感度が検量線作成時の相対感度に対して±20%以内の変動であ

ることを確認し、これを越えて感度が変動する場合には、その原因を取り除き、そ

れ以前の試料を再測定する。さらに、保持時間については、比較的短い間に変動（通

常、１日に保持時間が±５%以上、内標準物質との相対保持比が±２%以上）する場

合には、その原因を取り除き、それ以前の試料の再測定を行う。

注29：定量下限値以上の濃度の測定対象物質に対して、測定値平均とそれぞれの測定値の

間に±15%以上の開きがある場合は、原則として欠測扱いとして、その原因をチェ

ックし、再度試料採取を行う。

注30：この操作は、測定対象物質の確認をするために行うもので、検量線の作成毎に行う。

注31：測定対象物質のいずれかの強度比が3)で算出した90～110％の範囲を超える場合

は、その濃度の混合標準濃度系列を再度測定する。

注32：測定対象物質のいずれかの定量下限値が目標下限値より大きい場合には、試薬、器

具、機器等をチェックして、目標定量下限値以下になるよう調整する。


